2016年6月19日～21日　ＮＨＫ、産経新聞世論調査、党首討論など
「安保法は違憲」、国提訴＝市民ら３１８人－さいたま地裁
　安全保障関連法は憲法違反であり、平和的生存権などを侵害したとして、埼玉県内に住む市民ら３１８人が２０日、国に１人当たり１０万円の損害賠償を求める訴訟をさいたま地裁に起こした。同種訴訟は、東京、大阪両地裁などでも起こされている。
　原告側は訴状などで、集団的自衛権の行使は日本が他国の戦争に巻き込まれる危険を増大させ、平和的生存権を脅かすと指摘。立憲主義を踏みにじり、安保法制を制定した内閣と国会の行為は、耐え難い精神的苦痛を与えたと主張した。（時事通信2016/06/20-14:36）
シールズ 　参院選後に解散へ「声を上げる流れできた」
毎日新聞2016年6月20日　11時19分（最終更新　6月20日　17時23分）
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ＳＥＡＬＤｓが遺したもの　奥田愛基２３歳の肖像
ラップ調の「コール」で安全保障関連法に反対する抗議行動をリードし、若者の政治参加の象徴的存在にもなった「ＳＥＡＬＤｓ」（シールズ）。参院選後の解散を前に、その中心メンバー・奥田愛基さん（２３）の活動の軌跡を単独インタビューと共に紹介する。【撮影・写真映像報道センター、編集・丹治重人、堀美樹子】
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インタビューに答える奥田愛基さん＝東京都千代田区で２０１６年６月３日、小出洋平撮影
　ラップ調の「コール」で安全保障関連法に反対する抗議行動をリードし、若者の政治参加の象徴的存在にもなった「ＳＥＡＬＤｓ」（シールズ）は、参院選後に解散する。中心メンバーの奥田愛基（あき）さん（２３）は「安保法廃止の目的は達成できず、５０点」としつつ、「市民の側から声を上げる流れはできた」と感じている。 
「民主主義って何だ」「これだ」。コールとレスポンスと呼ばれる参加者同士の軽妙なかけあいは、抗議行動に参加するハードルを下げた。「普段の自分でありながらデモに参加する。デモのやり方を変えたい」という思いから生まれたものだ。一方で達成できていないこともたくさんある。「安保法も廃止できていない。だから５０点」 
　シールズ結成後、奥田さんは各地の集会で講演する多忙な日々を過ごしてきた。「今は変化の途中で、選挙はまだ政党や労働組合などの限られた人だけのものになっている。去年はデモの光景が変わったとして、今年は選挙の光景を変えたい。参加型のカルチャーを若者にもっと定着させたい」と言う。 
　注目され、息苦しく感じることもあった。元々、人前で話すことが苦手だったという。中学時代に不登校を経験し、生まれ育った北九州市から沖縄の離島の学校に転校。孤独と向き合ってきた。スピーチは今も恥ずかしいという。「たかだか学生団体で、できることも時間も限られる。多くの人の助けも必要だし、みんながもっと主体的になったら良いな、シールズみたいなのがいっぱいできたら良いな」 
　シールズは昨年５月の発足時に活動は今夏の参院選までと決めていた。「解散を『もったいない』って思う方がいるなら、その人たちがまた新しいことを始めてほしい」と、後に続く学生らに期待している。 
　参院選後は大学院で政治学の勉強に専念するが、個人として政治参加は続ける。「若者の政治参加と言われるけど、被選挙権は衆院が２５歳、参院が３０歳。これも引き下げても不思議ではない。もっと若い世代の政治家が出てきてほしい」【山崎征克】 
ＳＥＡＬＤｓの主な活動
◇ 
２０１５年５月　　　首都圏の大学生を中心に結成 
　　　６月以降　安保法制に抗議し、国会前デモを毎週実施 
　　　８月３０日　国会前の抗議集会に市民ら１０万人以上（主催者発表）が参加 
　　　９月１５日　奥田愛基さんが国会の中央公聴会で公述人として「国民の声に耳を傾けて」などと発言 
　　　１２月　　　安保法制に反対する４団体とともに「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）を設立。１６年夏の参院選に向け、野党に１人区で統一候補擁立を求める 
　１６年６月　　　市民連合が４野党と改憲阻止などを柱にした政策協定を締結 
　【ことば】ＳＥＡＬＤｓ 
　首都圏の学生らが２０１５年５月に結成し、国会前などで抗議行動を実施してきた。立憲主義を軸に格差是正や平和外交、市民の政治参加などを訴えている。メンバーは約２００人。「Ｓｔｕｄｅｎｔｓ　Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ　Ａｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ（自由と民主主義のための学生緊急行動）」の頭文字を取って名付けた。 
しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

沖縄県民大会に呼応　国会前　連帯の１万人
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（写真）沖縄県民大会に呼応した国会大行動に参加する人たち＝19日、国会正門前


　沖縄県民大会に呼応して１９日、いのちと平和のための国会大行動が行われました。１万人（主催者発表）の参加者が、「女性の殺害、徹底糾弾」「海兵隊は今すぐ出てけ」とコール。県民大会での翁長雄志知事のあいさつが同時中継されると大きな歓声と拍手がわき起こりました。

　沖縄県民大会に連帯する集会などが３２都道府県４０カ所以上で行われたとの報告がありました。

　「止めよう！　辺野古埋め立て国会包囲実行委員会」の外間三枝子さんは、「こんなに惨めで醜悪な政権があろうか、日米地位協定の改定も言い出せない。日本を変えるためにできることをやっていこう」と開会あいさつしました。

　「沖縄に思いを寄せてつながりあう気持ちを示している全国のみなさんに感謝します」と話したのは、沖縄から駆けつけた、オール沖縄会議の大城悟さんです。「未来のため、子どもたちのため、基地のない平和な沖縄をつくるため、全国のみなさんと連帯を強めながら、安倍政治にしっかり対じしていきます」と決意を表明しました。

　総がかり行動実行委員会の小田川義和さんは「市民と野党の共闘の力で、自公を少数に追い込み、野党の勝利のために力を寄せ合っていこう」と呼びかけました。

　作家の落合恵子さんらがスピーチし、民進党の初鹿明博衆院議員、日本共産党の田村智子副委員長・参院議員、社民党の吉田忠智党首があいさつしました。

　「沖縄の事件は許せない」と駆け付けたという神奈川県秦野市の女性（７０）は「安倍政権の強引に決めていく政治を見て家で黙っていられなかった。参院選は力を合わせて命を大切にする社会をつくっていきたい」。東京都世田谷区の女性（６０）は「米軍基地の問題は日本全体の問題だと痛感しました。私たち一人ひとりに何ができるかが問われると思います。地域や職場などで伝えていく努力をしたい」と語りました。

陸自配備受け入れを正式表明　南西諸島防衛強化で宮古島市長

共同通信2016/6/20 22:33
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陸上自衛隊の部隊配備について市議会で答弁する沖縄県宮古島市の下地敏彦市長＝20日午後　沖縄県宮古島市の下地敏彦市長は20日、南西諸島の防衛力強化に向けて政府が計画している宮古島への陸上自衛隊の部隊配備を受け入れる考えを正式に表明した。「中国や北朝鮮など近隣国の脅威が一段と増している。国民の安全を確保する観点から了解する」と述べた。市議会の一般質問での答弁。

　一方、配備予定地の一部については、工事による地下水汚染の可能性があるとして「施設建設は認めない」と改めて言明。拒否する意向を防衛省側に伝えたと明らかにした。

　防衛省は、宮古島に陸自の警備部隊と地対空・地対艦ミサイル部隊を配備する計画で、島内2カ所に隊舎や訓練場の建設を予定。

しんぶん赤旗2016年6月21日(火)

「野党が増えた方がよい」　各社世論調査　期待が強まる

　報道各社の最新世論調査で、参院選の全国３２の改選１人区で統一候補を擁立した野党の議席増への期待が強いことが明らかになりました。

　「毎日」の世論調査（２０日付）では、「野党が増えたほうがよい」が４６％と、「与党が増えたほうがよい」の３４％を上回っています。中でも無党派層では、５７％が「野党が増えたほうがよい」と回答。与党の議席増への期待（２０％）を倍以上上回っています。「読売」（２０日付）では、野党の統一候補擁立を「評価する」が４０％で、「評価しない」は３６％にとどまりました。

　ＮＨＫの調査（２０日放映）でも、「野党が増えたほうがよい」の３１％が、「与党が増えたほうがよい」の２３％を上回りました。

　また「朝日」（２０日付）の調査では、「自民党だけが強い勢力をもつ今の状況」は「よいことだ」が２３％、「よくないことだ」は５９％。野党が自民に対抗できる勢力になることに「期待」が５９％、「期待しない」が３２％となりました。

　安倍晋三首相が参院選の「争点」と強調する安倍政権の経済政策「アベノミクス」の評価は、軒並み下落。「共同」（１９日付）では、アベノミクスで「景気がよくなると思う」が３７・５％で、「よくなると思わない」は６２・５％と半数以上です

参院選「必ず行く」５５％、１８～２９歳２１％

読売新聞2016年06月20日 09時13分

　読売新聞社の全国世論調査（１７～１９日）で、参院選の投票に「必ず行く」と答えた人は５５％で、「なるべく行く」が３３％だった。

　「たぶん行かない」は７％、「行かない」は５％。調査方法が一部異なるため、単純に比較はできないが、２００７年以降の過去３回の参院選公示前の調査では「必ず行く」との回答が６割台に上っていた。

　参院選に「関心がある」と答えた人は、「大いに」と「多少は」を合わせて７０％だった。１０年と１３年の参院選公示前に行った調査では、いずれも「関心がある」が全体で８割を超えていた。

　「１８歳選挙権」が導入される今回の参院選は、投票率の行方が注目される。しかし、調査では全体的に投票意欲や関心が下がっており、投票率の低下が懸念される。

　調査の数字を年代別にみると、「必ず行く」と答えた人は、１８～２９歳で２１％にとどまり、年齢が若いほど低かった。「関心がある」とした人は７０歳以上で８３％に上る一方、１８～２９歳では５６％だった。

　過去３回の参院選投票率（選挙区選）は、０７年が５８・６４％、１０年が５７・９２％、１３年が５２・６１％と低下が続いている。

安倍内閣「支持する」４７％ 「支持しない」３４％
ＮＨＫ6月20日 19時00分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、１週間前に行った調査より１ポイント下がって４７％、「支持しない」と答えた人は、１ポイント下がって３４％でした。
ＮＨＫは今月１７日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象となったのは３０３５人で、６６％に当たる２０００人から回答を得ました。
それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、１週間前に行った調査より１ポイント下がって４７％でした。一方、「支持しない」と答えた人は、１ポイント下がって３４％でした。
来月１０日に投票が行われる参議院選挙で、投票に行くかどうか聞いたところ、「必ず行く」が６０％で、１週間前と比べて５ポイント上がり、前回、３年前の参議院選挙の同じ時期と比べても２ポイント高くなっています。また、「行くつもりでいる」が２６％、「行くかどうかわからない」が９％、「行かない」が４％でした。
今回の参議院選挙にどの程度関心があるか尋ねたところ、「非常に関心がある」が２５％、「ある程度関心がある」が４８％、「あまり関心がない」が１９％、「まったく関心がない」が４％でした。
今回の参議院選挙で投票先を選ぶ際に最も重視したいと考えることを、６つの政策課題を挙げて聞いたところ、「社会保障」が２８％、「経済政策」が２６％、「消費税」が１４％、「憲法改正」が９％、「外交・安全保障」が７％、「原子力政策」が５％でした。
今回の参議院選挙で与党と野党の議席がどのようになればよいと思うか尋ねたところ、「与党の議席が増えたほうがよい」が２３％、「野党の議席が増えたほうがよい」が３１％、「どちらともいえない」が４０％でした。
安倍政権の経済政策「アベノミクス」への評価を聞いたところ、「大いに評価する」が５％、「ある程度評価する」が４１％、「あまり評価しない」が３４％、「まったく評価しない」が１３％でした。
今の憲法を改正する必要があると思うか尋ねたところ、「改正する必要がある」が２６％、「改正する必要はない」が３３％、「どちらともいえない」が３３％でした。
今回の参議院選挙で、民進・共産・社民・生活の野党４党が連携を強めていることを評価するかどうか聞いたところ、「大いに評価する」が１１％、「ある程度評価する」が３４％、「あまり評価しない」が３０％、「まったく評価しない」が１５％でした。
東京都の舛添知事が、政治資金などを巡る一連の問題を受けて、知事を辞職することについて尋ねたところ、「辞職は当然だ」が７７％、「辞職する必要はない」が５％、「どちらともいえない」が１２％でした。
舛添知事の政治資金などを巡る一連の問題が、今回の参議院選挙で自分の投票に影響すると思うか聞いたところ、「影響する」が２６％、「影響しない」が４５％、「どちらともいえない」が２３％でした。
ＮＨＫ世論調査 各政党の支持率
ＮＨＫ6月20日 19時21分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、各党の支持率は、▽自民党が３３．８％、▽民進党が８．５％、▽公明党が３．９％、▽共産党が３．６％、▽おおさか維新の会が０．９％、▽社民党が０．９％、▽生活の党が０．１％、▽「特に支持している政党はない」が４０％でした。
産経新聞2016.6.20 11:40更新 
【本社・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持率４９・４％↓　アベノミクス「継続すべき」５１・１％　参院で自公過半数で「よい」５４・８％


　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）は１８、１９両日に合同世論調査を実施した。安倍晋三内閣の支持率は４９・４％で前回調査（５月２８、２９両日）から６・０ポイント減少した。５０％を割り込むのは、４月以来２カ月ぶり。不支持率は４・１ポイント増の３８・１％だった。
　政党支持率は自民党が３７・７％で前回より３・４ポイント減少。民進党は０・４ポイント増の８・３％、公明党は０・６ポイント増の４・６％だった。共産党は１・９ポイント増の５・７％、おおさか維新の会は１・２ポイント増の４・３％と、軒並み支持率を伸ばした。
　２２日に公示される参院選（７月１０日投開票）の結果、自公両党の与党が過半数の議席を維持することについて「よいと思う」と答えた人は５４・８％に達し、「よいと思わない」の３８・５％を上回った。比例代表で投票したい政党でも、自民党４２・１％と公明党７・８％で計４９・９％を占め、民進党１４・５％や共産党７・４％などの野党を引き離した。
　安倍首相が参院選の最大の争点とする経済政策「アベノミクス」の是非をめぐり、「継続したほうがよい」は５１・１％だったのに対し、「止めるべきだ」は３６・９％にとどまった。
　参院選で最も重視する政策課題は「医療・年金などの社会保障」が２９・０％で最多。続いて「景気・経済政策」２３・５％、「子育て・待機児童問題」１０・６％、「財政再建」５・１％だった。
　野党が３２の改選１人区全てで自民党候補と対決する統一候補を擁立したことを「評価する」は４４・５％で、「評価しない」の４４・１％とほぼ同数だった。
　安倍首相が消費税率１０％への引き上げを再延期したことを「公約違反だと思わない」は５７・３％で、表明前の前回から１４・９ポイント下落。「公約違反だと思う」は１３・４ポイント増の３７・６％。
　再延期により、社会保障の財源不足を「懸念する」と答えた人は６４・０％に達し、「懸念しない」の２８・９％を大きく上回った。
　憲法改正に関しては「賛成」４３・３％、「反対」４５・５％で拮抗した。
　憲法改正が参院選の重要な争点に「なると思う」は５９・９％に上り、積極的な争点化を避ける自公両党との食い違いが際立った。
　また、参院選の結果、憲法改正を発議できる３分の２以上の議席を改憲勢力が占めることが「よいと思わない」は４８・４％に達し、前回から２・５ポイント増えた。
　民進党の岡田克也代表が「党として憲法改正草案を示す考えはない」と明言したことについては「評価しない」が５１・０％を占め、「評価する」（３５・２％）を大きく上回った。
　一方、東京都の舛添要一知事が政治資金「公私混同」疑惑をめぐり辞職することになった問題を参院選投票の判断材料に「しない」は７１・０％に上る一方、「する」は２６・８％にとどまった。
産経新聞2016.6.20 23:10更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】内閣支持率、３カ月ぶり下落　各社も軒並み低下
　産経新聞社とＦＮＮによる合同世論調査で、安倍晋三内閣の支持率は４９．４％となり、３カ月ぶりに下落した。前回調査は主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）やオバマ米大統領の広島訪問の直後に行われたこともあり、一連の外交成果に対する高い評価が一段落した形だ。
　合同世論調査ではアベノミクスの継続を過半数が支持したが、一方で安倍内閣の景気・経済対策は５７．２％が、社会保障政策は６１．４％が、それぞれ「評価しない」と回答。また、与党が支援して当選した東京都の舛添要一知事が政治資金問題などで辞職することも影響したとみられる。
　内閣支持率は他の報道各社が同時期に実施した調査でも下落傾向にあり、毎日新聞は前回比７ポイント減の４２％、読売新聞は同４ポイント減の４９％だった。朝日新聞は前回と同じ４５％で、いずれも５割を下回った。
産経新聞2016.6.20 23:06更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】憲法改正　高齢者に反対の傾向　改憲反対派は争点化望む
　産経新聞社とＦＮＮによる合同世論調査で、憲法改正が参院選の重要な争点に「なると思う」は５９．９％で、「思わない」の３３．８％よりも多かった。憲法改正に「反対」は４５．５％で「賛成」の４３．３％を上回ったが、特に６０代以上では過半数の５０．５％が反対と回答し、賛成は３４．６％にとどまった。
　これに対し、１０～２０代では賛成が４８．５％で反対は３６．６％、３０代では賛成が５３．６％で反対は３９．７％となり、高齢者の方が反対する傾向がみられた。
　支持政党別では、自民党や公明党、おおさか維新の会の支持層で憲法改正に「賛成」が、民進党や共産党、社民党の支持層では「反対」がそれぞれ多数を占めた。ただ、主要政党のうち、公明党支持層だけは憲法改正を参院選の重要な争点と「思わない」との回答が過半数となり、５４．３％だった。
　また、憲法改正を参院選の重要な争点と考える人の５０．３％が憲法改正に反対（賛成は４１．９％）と回答。逆に重要な争点と考えない人のうち４９．７％が憲法改正に賛成（反対は４０．５％）となり、憲法改正に反対する人ほど重要な争点と考える傾向がみられた。
産経新聞2016.6.20 21:42更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】参院選比例投票先　自民微減も「１強」体制変わらず　野党は若年層に不人気
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１８、１９両日に行った合同世論調査で、参院選（２２日公示－７月１０日投開票）比例代表の投票先として、自民党が４２．１％の支持を得た。前回調査（５月２８、２９両日）から僅かに減らしたが、新たに選挙権を獲得した１０代ら若年層に対する野党の求心力が弱いこともあり、自民党の「１強」体制は揺るがない情勢だ。
　男性では「１０・２０代」の５０．７％、３０代の４８．１％が自民党を比例投票先に選んだ。女性も「１０・２０代」は５５．１％となり、若者の多数は自民党を選ぶ傾向が浮き彫りになった。
　自民党の数字は前回と比べ、全体で４．１ポイント減少。他の報道各社が１９日までに行った調査でも、同様の結果が出ている。朝日新聞は前回比１ポイント減の３８％、読売新聞は３５％だが７ポイント落ち込んだ。毎日新聞の調査では６ポイント減の３０％だった。
　背景には、東京都の舛添要一知事＝２１日付で辞職＝の政治資金「公私混同」疑惑をめぐり、自民党が都議会で不信任決議案提出に慎重だったことなどが影響しているとみられる。
　だが、野党も民進党（１４．５％）が前回比０．２ポイント増、共産党（７．４％）が同１．２ポイント増だったものの、自民党に大きく水を空けられたままだ。
　民進党は、男性５０代（２３．６％）や男性６０代以上（２１．８％）など年配層で一定の支持を得ているが、「１０・２０代」が比例投票先に選んだのは男女いずれも一桁。共産党も「１０・２０代」では男性４．１％、女性５．８％にとどまった。
　民進党を比例投票先に選んだ４４．１％は「支持政党なし」層で、自民党（１８．３％）▽公明党（２３．１％）▽共産党（２７．０％）よりも高い比重を占める。投票日まで支持をつなぎ止められるかが鍵となりそうだ。（清宮真一）
産経新聞2016.6.20 19:54更新 
【本社・ＦＮＮ合同世論調査】共産党支持率↑　小池晃書記局長「安倍政治の危険さが見えてきた」
　共産党・小池晃書記局長は２０日の記者会見で、産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）の合同世論調査で自民党の支持率が低下し共産党など野党が伸びたことについて、「安倍（晋三首相の）政治の進む方向が非常に危険であることが、憲法の問題などで見えてきた」と分析した。
　調査では、共産党の支持率は前回調査（５月２８、２９両日）から１．９ポイント増の５．７％、参院選で共闘する民進党も同０．４ポイント増の８．３％だった。一方、自民党は同３．４ポイント減の３７．７％、内閣支持率も同６．０ポイント減の４９．４％だった。
　小池氏は「野党の共闘がインパクトを与えている。『１票を投じても政治は変わらない』と思っていた人たちが、『変えられるのではないか』となり、今の自民党政治のあり方を見直している」とも指摘した。
産経新聞2016.6.20 16:25更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】世論調査　主な質問と回答（６月）　舛添氏辞職「当然だ」８４％
【問】安倍晋三内閣を支持するか
支持する４９．４（５５．４）　　　支持しない３８．１（３４．０）
他１２．５（１０．６）
【問】どの政党を支持するか
自民党３７．７（４１．１）　民進党８．３（７．９）
公明党４．６（４．０）　共産党５．７（３．８）
おおさか維新の会４．３（３．１）　社民党１．３（０．８）
生活の党と山本太郎となかまたち１．０（１．２）
日本のこころを大切にする党０．５（０．４）
新党改革０．１（０）　　その他の政党０．６（０．７）
支持する政党はない３５．２（３６．７）他０．７（０．３）
【問】安倍政権で次に挙げるものを評価するか
《首相の人柄》
評価する６０．０（６３．５）　　　評価しない３２．０（３０．３）
他８．０（６．２）
《首相の指導力》
評価する５６．６（５８．９）　　　評価しない３６．１（３４．４）
他７．３（６．７）
《景気・経済対策》
評価する３３．１（３３．１）　　　評価しない５７．２（５８．１）
他９．７（８．８）
《社会保障政策》
評価する２８．０（３０．４）　　　評価しない６１．４（６０．０）
他１０．６（９．６）
《外交・安全保障政策》
評価する５０．０（５７．０）　　　評価しない４０．９（３４．８）
他９．１（８．２）
《熊本地震での対応》
評価する５９．７（６６．１）　　　評価しない２７．８（２６．１）
他１２．５（７．８）
【問】消費税増税の延期について
《延期を評価するか》
評価する５９．０　　　評価しない３５．９　　　　他５．１
《延期は公約違反か》
公約違反だと思う３７．６　公約違反だと思わない５７．３
他５．１
《安倍首相は参院選で国民に信を問うとしているが、参院選に合わせて衆院も解散すべきだったと思うか》
思う２２．０　　　　　思わない６５．３　　　　　　他１２．７
《社会保障の財源不足について》
懸念する６４．０　　　懸念しない２８．９　　　　　他７．１
【問】安倍政権の経済政策「アベノミクス」について
継続したほうがよい５１．１　　　やめるべきだ３６．９　　他１２．０
【問】国内で「格差」が広がっていると思うか
思う７６．８　　　　　思わない１９．０　　　　　　他４．２
【問】参院選への関心
関心がある７４．４　　関心がない２４．２　　　　　他１．４
【問】参院選の投票に行くか
必ず行く６７．４　できれば行く２３．６　
たぶん行かない５．４　行かない３．２　　他０．４
【問】参院選について、仮に今投票するとしたら比例代表ではどの政党に投票したいか
自民党４２．１（４６．２）　民進党１４．５（１４．３）
公明党７．８（４．８）　共産党７．４（６．２）
おおさか維新の会６．７（６．４）　社民党１．４（１．１）
生活の党と山本太郎となかまたち０．９（１．６）
日本のこころを大切にする党０．６（０．７）
新党改革０．３（０．１）　　その他の政党５．８（７．７）
他１２．５（１０．９）
【問】参院選で重視する政策課題は（１つだけ選択）
景気・経済政策２３．５　医療・年金などの社会保障２９．０
子育て・待機児童問題１０．６　　消費税２．０　
財政再建５．１　格差是正４．１　外交２．５
集団的自衛権行使を限定的に容認した安全保障法制４．２
災害対応など危機管理１．６
環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）０．６
原発・エネルギー政策４．２　政治とカネ３．３
憲法改正４．９　その他２．９　特にない１．５
【問】参院選について
《参院選の結果、自民党と公明党の与党が参院で過半数の議席を維持するほうがよいと思うか》
思う５４．８（５４．３）　　　思わない３８．５（３９．５）
他６．７（６．２）
《参院選の結果、憲法改正を目指す勢力が、憲法改正の発議が可能となる３分の２以上の議席を確保するほうがよいと思うか》
思う４０．３（４４．０）　　　思わない４８．４（４５．９）
他１１．３（１０．１）
《民進党や共産党などによる「野党統一候補」》
評価する４４．５（４８．２）　　　評価しない４４．１（４１．６）
他１１．４（１０．２）
《選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられる。若い世代の政治参加について》
期待する６８．９（６６．７）　期待しない２８．１（３０．９）
他３．０（２．４）
【問】舛添要一都知事が辞職したことについて
《辞職の必要性》
辞職は当然だ８４．２　辞める必要はなかった１３．８
他２．０
《参院選で舛添氏の問題を投票の判断材料にするか》
する２６．８　　　　　　しない７１．０　　　　　　他２．２
【問】集団的自衛権行使を限定的に認め、自衛隊の役割を拡大する安全保障関連法は廃止すべきだと思うか
思う３７．６（３８．８）　思わない５１．５（５２．２）　
他１０．９（９．０）
【問】憲法改正について
《賛否》
賛成４３．３　　　　　　反対４５．５　　　　　　　他１１．２
《参院選の重要な争点になると思うか》
思う５９．９　　　　　　思わない３３．８　　　　　他６．３
《民進党の岡田克也代表が党としての憲法改正草案を示す考えはないと明言したことについて》
評価する３５．２　　　　評価しない５１．０　　　　他１３．８
【問】中国の軍艦が鹿児島県の口永良部島（くちのえらぶじま）付近の領海に侵入したほか、沖縄県の尖閣諸島周辺などのの接続水域に侵入した。近い将来、自衛隊と中国軍との間で衝突が起きることを懸念するか
懸念する７４．９　　　　懸念しない２１．９　　　　他３．２
（注）数字は％。カッコ内の数字は前回５月２８、２９両日の調査結果。「他」は「わからない」「言えない」など。
沖縄の県民大会

共同通信2016/6/20 13:33

　菅義偉官房長官は20日の記者会見で、元米海兵隊員の軍属が逮捕された女性暴行殺害事件に抗議するため19日開かれた沖縄の「県民大会」を巡り「沖縄の皆さんから示された事件に対する気持ちを、政府としては真摯に受け止めたい」と述べた。事件については「全く身勝手な卑劣な犯罪であり、言語道断だ」との認識を重ねて示した。

　大会で採択された決議が日米地位協定の抜本改定などを求めたことに関し「スピード感を持って、実効的な対策をできるようにしたい」とした。

沖縄県民大会「県全体ではない」　菅官房長官
朝日新聞デジタル2016年6月20日13時18分

記者会見する菅義偉官房長官＝２０日午前１１時２４分、首相官邸、飯塚晋一撮影
　菅義偉官房長官は２０日午前の記者会見で、元米兵による女性殺害容疑事件に抗議した沖縄県民大会に自民、公明両党が参加しなかったことに関連し、「よく県全体（の大会）という話がされるが、それはまったくあたらない。沖縄にある１１市のうち９人の市長が出席していない。自民、公明、さらに維新も出席しなかった」と述べた。
　１９日に那覇市であった県民大会は、翁長雄志（おながたけし）知事を支持するグループが主催し、主催者発表で約６万５千人が参加。在沖海兵隊撤退や、県内移設によらない米軍普天間飛行場の閉鎖・撤去などを求める決議を採択した。これに対し菅氏は「一番危険な普天間の固定化は避けることが極めて重要だ」と述べ、普天間の名護市辺野古への移設が唯一の解決策とする従来の見解を重ねて示した。
　また、普天間の移設計画をめぐり、国の第三者機関「国地方係争処理委員会」が１７日、辺野古の海を埋め立てるための国の是正指示について適否の判断を避けたことに関連し、菅氏は「国の是正指示は有効だ。この結論に沖縄県に不服があれば、１週間以内に取り消し訴訟を提起するものと承知している」と述べ、県側が提訴すべきだとの見方を示した。翁長氏はすでに、当面は提訴しない考えを表明している。
菅官房長官 
沖縄県民大会に理解示す「真摯に受け止める」
毎日新聞2016年6月20日　22時47分（最終更新　6月20日　23時00分）
　菅義偉官房長官は２０日の記者会見で、米軍属による女性殺害事件に抗議する１９日の沖縄県の県民大会に約６万５０００人（主催者発表）が参加したことについて、「事件は身勝手な卑劣な犯罪で、言語道断だ。沖縄の皆さんから示された気持ちを政府として真摯（しんし）に受け止めたい」と述べた。 
　一方、自民、公明両党が参加を見送ったことは「県全体という話は当たらないと思う」と強調した。 
　一方、菅氏は毎日新聞など報道各社の世論調査で内閣支持率が低下したことに関しては「支持率に一喜一憂すべきではない」と強調。「やるべきことは国民に約束したデフレ脱却、経済再生をしっかり行うことだ」と語った。【高本耕太】 
県民大会は「暴力発展の可能性」　米大使館が注意呼び掛け

琉球新報2016年6月19日 05:03 
　在日米国大使館が、米軍属女性暴行殺人事件を受けて１９日に那覇市で開催される県民大会について「平和的であるように意図したデモであっても、対立的になり、暴力に発展する可能性がある」と表現し、米国人に対し会場周辺に近づかないよう呼び掛けていることが分かった。同大使館が１７日に、在日米国人向けにウェブサイトで発表した。
　同大使館は治安情報で「奥武山公園は那覇空港と那覇市の繁華街をつなぐ３３１号に位置しており、抗議の間、交通が混乱する恐れがある」と説明。米軍属が強姦（ごうかん）致死と殺人容疑で逮捕されたことへの抗議集会であることには触れていない。
　また「１７日から１９日までの３日間、日本中の３０都道府県でも追加の集会が開かれる」とも伝えている。
　広報文は１７日から大使館ウェブサイトに英文で掲載されている。大会を主催するオール沖縄会議共同代表の呉屋守将金秀グループ会長は「事件の被害者を追悼するという趣旨で開催する県民大会は、暴力的な行動とは真逆だ。米側は事態の重さを理解していない。現場を見に来てほしい」と話した。
しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

沖縄　怒り・追悼６万５０００人　女性暴行殺人事件　米海兵隊撤退を要求　県民大会　“もう犠牲者出さない”
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（写真）「怒りは限界を超えた」「海兵隊は撤退を」とメッセージボードを掲げて抗議する県民大会参加者＝１９日、那覇市


　米軍属による女性暴行殺人事件に抗議する「元海兵隊員による残虐な蛮行を糾弾！被害者を追悼し、海兵隊の撤退を求める県民大会」（主催・「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」）が１９日、那覇市の奥武山（おうのやま）陸上競技場で開かれました。



全基地撤去と新基地反対で県民がひとつになれば　被害者の父親メッセージ

　会場周辺にも人があふれ、６万５０００人が参加。黒い服装に身を包み、黙とうし、犠牲となった女性を悼みました。「怒りは限界を超えた」「海兵隊は撤退を」と書かれたメッセージボードを掲げました。

　女性の父親から「被害者の無念は計りしれない悲しみ、苦しみ、怒りとなっていくのです。次の被害者を出さないためにも、全基地撤去、辺野古新基地建設に反対、県民がひとつになれば可能だと思っています」とのメッセージが寄せられました。

　オール沖縄会議共同代表の呉屋守将氏は「迷い、悩みましたが、ご両親が娘を最後の犠牲者にしてくださいとおっしゃったことに勇気づけられました。彼女を最後の犠牲者とすべく具体的な有効策を講じることが、われわれに託された責務だ」と語りました。

　出席した翁長雄志知事は、女性が遺棄された場所に花を手向けた際、「心の底から『あなたを守ってあげることができなくてごめんなさい』という言葉が出ました。政治の仕組みを変えることができなかったことは、知事として痛恨の極みであり、申し訳ない」と述べました。

　その上で地位協定の抜本的な見直し、海兵隊の撤退・削減を含む基地の整理縮小、辺野古新基地建設阻止に取り組むと表明しました。

　被害女性と同世代の若者たちも思いを述べました。「オール沖縄会議」共同代表の玉城愛さんは、「彼女が奪われた生きる時間の分、責任を持って生きていきませんか」と呼びかけました。

　大会は、日米両政府に、海兵隊の撤退、日米地位協定の抜本的な改定を突き付けました。

　最後に「月桃」の歌が演奏され、参加者は口ずさみながら、女性と遺族に思いを寄せました。

壁突き崩す決意の日

翁長知事のあいさつ（要旨）
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（写真）あいさつする翁長雄志知事


　被害者のご冥福をお祈りするとともに、ご遺族に対し心から哀悼の意を表します。このような非人間的で、女性の人権を蹂躙（じゅうりん）する卑劣な犯罪は断じて許せるものではなく、強い憤りを感じています。

　先日、被害者が遺棄された場所に花を手向け、手を合わせてまいりました。心の底から「あなたを守ってあげることができなくて、ごめんなさい」という言葉が出てまいりました。２１年前のあの痛ましい事件を受けての県民大会で、「二度とこのような事件を繰り返さない」と誓いながら、政治の仕組みを変えることができなかったことは、政治家として、知事として、痛恨の極みであり、大変申し訳なく思っています。

　先月、安倍首相に事件について抗議した際、知事として、県民の生命と財産、尊厳と人権、将来の子孫の安心と安全を守るため、日米地位協定の見直しを強く要望し、運用改善による対応では限界だと県民が等しく認識していると伝えました。

　凶悪事件が継続して発生したことは、広大な米軍基地あるゆえだとも改めて申し上げました。しかし、事件直後の日米首脳会談であったにもかかわらず、安倍首相は地位協定の見直しに言及せず、辺野古移設が「唯一の解決策である」といっています。

　この問題を解決しようとする先に、いかに大きな壁が立ちはだかっているか、私たちは思いをいたさなければなりません。心を一つにして、強い意志と誇りで、この壁を突き崩していかなければなりません。きょうの日を改めて決意の日にし、全力で頑張っていこうではありませんか。

　政府は県民の怒りが限界に達しつつあること、これ以上の基地負担に県民の犠牲は許されないことを理解すべきです。私は知事として、このような事件が二度と起きないよう、県民の先頭に立って地位協定の抜本的な見直し、海兵隊の撤退・削減を含む基地の整理・縮小、新辺野古基地建設阻止に取り組んでいく不退転の決意をここに表明し、あいさつとします。

元海兵隊員による残虐な蛮行を糾弾！被害者を追悼し、海兵隊の撤退を求める県民大会決議

　大会で採択された決議は次の通りです。

　元海兵隊員の凶悪な犯罪により、２０歳の未来ある女性のいのちが奪われた。これは米軍基地あるが故の事件であり、断じて許されるものではない。

　繰り返される米軍人・軍属による事件や事故に対し、県民の怒りと悲しみは限界を超えた。

　私たちは遺族とともに、被害者を追悼し、２度と繰り返させないために、この県民大会に結集した。

　日米両政府は、事件・事故が起きるたびに、「綱紀粛正」、「再発防止」を徹底すると釈明してきたが実行されたためしはない。このような犯罪などを防止するには、もはや「基地をなくすべきだ」との県民の怒りの声はおさまらない。

　戦後７１年にわたって米軍が存在している結果、復帰後だけでも、米軍の犯罪事件が５９１０件発生し、そのうち凶悪事件は５７５件にのぼる異常事態である。

　県民の人権といのちを守るためには、米軍基地の大幅な整理、縮小、なかでも海兵隊の撤退は急務である。

　私たちは、今県民大会において、以下決議し、日米両政府に対し、強く要求する。

　記

　１　日米両政府は、遺族及び県民に対して改めて謝罪し完全な補償を行うこと。

　２　在沖米海兵隊の撤退及び米軍基地の大幅な整理・縮小、県内移設によらない普天間飛行場の閉鎖・撤去を行うこと。

　３　日米地位協定の抜本的改定を行うこと。

　宛先　内閣総理大臣　外務大臣　防衛大臣　沖縄及び北方対策担当大臣　米国大統領　駐日米国大使

　２０１６年６月１９日

　元米海兵隊員による残虐な蛮行を糾弾！　被害者を追悼し、海兵隊の撤退を求める県民大会

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

翁長知事　「海兵隊撤退」に初言及　沖縄県民大会　県政での取り組み決意

　沖縄県の翁長雄志知事は１９日、那覇市内で開かれた元海兵隊員の米軍属による女性暴行殺害事件に追悼・抗議する沖縄県民大会のあいさつで、「知事として県民の先頭に立って、海兵隊の撤退・削減を含む基地の整理・縮小に取り組んでいく」と決意表明しました。

　翁長知事が「海兵隊撤退」に県政として取り組む考えを示したのは初めて。

　事件を受けて「全基地撤去」の声が急速に県内で高まる中、沖縄県議会は海兵隊撤退を求める決議を全会一致で初可決（５月２６日）。同日の県民大会の決議にも「海兵隊撤退」が盛り込まれており、辺野古新基地建設の阻止を一致点にしてきた翁長県政が、県民世論・県議会と一致する形で、新たな一歩を踏み出しました。

　知事は大会後、記者団の取材に「『海兵隊撤退』の中には、『基地の整理・縮小』も、『新辺野古基地を造らせない』ということも、『全面撤退』も、県民の思いがそれぞれ集約されている。違うところはあっても、県民の思いは一つだ」と語りました。

辺野古 　見えぬ着地点…県、提訴せず　政府は当面様子見
毎日新聞2016年6月20日　22時39分（最終更新　6月21日　00時26分）
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国地方係争処理委員会の判断と今後の流れ
　沖縄県の米軍普天間飛行場（宜野湾市）の県内移設を巡って対立する政府と県の司法決着の道筋が不透明になっている。翁長雄志（おなが・たけし）知事による名護市辺野古沿岸部の埋め立て承認取り消しに対する政府の是正指示の適法性を審査していた総務省の「国地方係争処理委員会」が、適否の判断を避けたためだ。係争委の判断の後、県が政府を相手に提訴する前提だったが、翁長氏は当面、提訴しない考えで、政府側が対応に苦慮している。 
　係争委の審査は、訴訟合戦を整理して裁判を一本化する福岡高裁那覇支部の和解条項に基づく手続きの一環。和解条項には「適法」「違法」いずれの結果でも、県が政府を提訴して司法判断を仰ぐ手順が明記されたが、係争委は１７日、「いずれの判断をしても両者間の関係構築に資するとは考えられない」との結論を下した。 
　菅義偉官房長官は２０日の記者会見で「国の指示の違法性は認められなかった」との認識を強調。「不服があれば和解条項に基づき１週間以内に訴訟を起こすことになる」と述べ、県側に速やかな提訴を促した。 
　一方の県側は「承認取り消しも有効なまま」（幹部）との見解だ。翁長氏は１８日の記者会見で当面は提訴しない意向を示し、「この問題は法廷闘争で解決を図るべきものではない」と政府との直接対話を優先する考えを示した。 
　これに対し、政府関係者は「ルール違反」と憤るが、有効な手立てがないのが実情だ。知事の求めに応じて実質的協議の新たなテーブルに着けば、昨夏の集中協議と同様、平行線となるのは必至だ。「知事が是正指示に従わない」として国が違法確認訴訟を起こす選択肢もあるが、和解の破棄と受け止められる恐れがある。また、仮に是正指示の「適法性」を掲げ、中断している埋め立て工事を再開すれば、移設反対グループが反発し、物理的な衝突に発展しかねない。 
　政府は、２２日に公示される参院選への影響も考慮し、当面は対応を慎重に検討する構えだ。ただ、早ければ来年１〜２月と想定されていた司法決着と春先の工事再開はずれ込む公算が大きくなっている。政府高官は「しばらく様子見だ。少し落ち着いた方がいい」と語った。【高本耕太】 
早期決着の目算狂う＝沖縄県の提訴見合わせで－政府
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　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、国と県との和解プロセスに想定外の事態が生じている。国地方係争処理委員会は、政府の是正指示が違法かどうかについての判断を回避。これを受け、翁長雄志知事は提訴を当面見合わせる方針を示した。早期決着を見込んでいた政府にとっては目算が狂った格好で、移設問題の先行きは一層不透明になっている。
　「和解条項に基づき、（沖縄県は）是正指示の取り消し訴訟を提起することになると承知している」。菅義偉官房長官は２０日の記者会見でこう述べ、国を相手取った訴訟を起こすよう沖縄県に促した。
　国と県が３月に受諾した和解条項では、翁長知事の辺野古埋め立て承認取り消し処分に対し、政府が是正指示を発出。県の申し出を受け、係争処理委が指示の違法性の有無を判断し、どちらの場合も県が高裁に提訴する流れを明記していた。
　ところが係争処理委が１７日、「国と地方のあるべき関係の構築に資するとは考えられない」との理由で違法性判断を棚上げしたため、事態は和解条項が触れていない局面に入った。政府は年内に高裁判断、来年初めから春までには最高裁判断が出ると想定していたが、翁長知事は「国に実質的協議を行うことを期待する」として提訴を見合わせ、引き延ばしを図る構えだ。
　係争処理委が違法性を認めなかったため、政府は「是正指示は有効」（菅長官）との立場だ。県が提訴しない場合、指示に従わない県に対する違法確認訴訟を起こす案も政府内で浮上。県に代わって取り消し処分を撤回するための代執行訴訟も視野に入れる。ただ、政府から提訴に踏み切れば、沖縄の県民世論が一層硬化する可能性が高いだけでなく、政府側から和解プロセスを崩したと批判を受けるリスクもはらむ。
　一方、県側も埋め立て工事の中止を担保する和解プロセスを自ら破綻させることには否定的。このため政府と県は、係争処理委の通知が届き次第、今後の対応について双方の法務担当者による協議を調整する考えだ。（時事通信2016/06/20-19:57）
官房長官「県は早期提訴を」＝係争処理委の結論受け－辺野古移設
　菅義偉官房長官は２０日午前の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、県の埋め立て承認取り消しに対する国の是正指示の違法性を判断しないとした国地方係争処理委員会の結論を受け、県側に対して速やかに提訴の手続きを進めるよう促した。
　菅長官は「委員会では、国による是正指示が違法だとは認めなかった。国の是正指示は有効だ」と主張。その上で「（県は）不服があれば、和解条項に基づき１週間以内に訴訟を提起することになる」と語った。
　国と県の代執行訴訟の和解条項では、係争処理委が違法性がないと判断した場合、県は不服があれば１週間以内に高等裁判所へ国を提訴するとしているものの、係争処理委が判断を回避した場合については記述がない。翁長雄志知事は１８日の記者会見で、国との直接協議を優先するとして、提訴を当面見合わせる方針を示していた。（時事通信2016/06/20-12:46）
官房長官、県に高裁提訴促す　辺野古移設問題で 
日経新聞2016/6/20 13:12
　菅義偉官房長官は20日午前の記者会見で、米軍普天間基地の名護市辺野古移設問題をめぐり、沖縄県は国との和解手続きに沿って高裁に提訴すべきだとの考えを示した。第三者機関の国地方係争処理委員会の決定を受け、県による辺野古埋め立て承認取り消しを撤回するよう求めた国土交通相の是正指示は有効だとして和解手続きを進めるよう促した。
　沖縄県の翁長雄志知事は和解手続きに沿った提訴を当面、見送る考えを示した。県が提訴しなければ、県との司法対立を来春にも決着させ、辺野古の工事を再開する政府のシナリオはずれ込む。
　係争処理委員会の決定は国交相の是正指示が違法かどうかの判断を避けたものの、菅氏は「是正指示が違法だとは認めていない」と指摘。和解手続きは、審査結果に不服なら県が１週間以内に高裁に提訴するとしている。菅氏は県は提訴すべきかとの質問に「そういうふうに思っている」と述べた。政府側は和解手続きに基づき「誠実に対応する」と強調した。
官房長官 「埋め立て計画」巡り沖縄県の動き注視
ＮＨＫ6月21日 12時35分
菅官房長官は、沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、埋め立て承認の取り消しの撤回を求めた国の是正指示は有効だとしたうえで、沖縄県側がこれを不服として裁判を起こすかどうかを注視する考えを示しました。
沖縄の普天間基地の移設計画を巡り、「国地方係争処理委員会」は、先週、名護市辺野古沖の埋め立て承認の取り消しを撤回するよう求めて、国が出した是正指示が違法かどうか判断せず、国と沖縄県の真摯（しんし）な協議を求める結論をまとめました。
これについて、菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「政府と沖縄県は、裁判所が提示し、双方が合意した和解条項に基づく手続きを進めており、国地方係争処理委員会の判断が示された場合の手続きも、和解条項に定められている」と述べました。
そのうえで、菅官房長官は「今回、国地方係争処理委員会は、是正指示が違法であるということは認めず、是正指示は有効だと思っている。この結論に対して沖縄県に不服があれば、和解条項に基づいて１週間以内に是正の指示の取り消し訴訟を提起することになるだろう」と述べ、沖縄県側が期限の１週間以内に裁判を起こすかどうかを注視する考えを示しました。
また、菅官房長官は、国地方係争処理委員会が政府と沖縄県の協議を求めていることについて、「協議も訴訟も並行して行うという形で和解条項の中にあり、それに基づいて協議することは当然のことだ」と述べました。
普天間基地巡り 政府と沖縄県の対立再燃の可能性高まる
ＮＨＫ6月21日 6時33分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、沖縄県が当面、訴訟を起こさず協議を通じた解決を目指したいとしているのに対し、政府は、国の対応に不服があれば早期に訴訟を起こすべきだとしており、対立が再燃する可能性が高まっています。
沖縄の普天間基地の移設計画を巡り、国と地方の争いを調停する「国地方係争処理委員会」は、先週、名護市辺野古沖の埋め立て承認の取り消しを撤回するよう求めて国が出した是正指示が違法かどうか判断せず、国と沖縄県の真摯（しんし）な協議を求める結論をまとめました。
これについて沖縄県の翁長知事は、「委員会の結論を重く受け止めている」としたうえで、先の政府との和解条項には委員会が違法かどうか判断しなかった場合の対応は明記されていないとして、当面、訴訟を起こさず、協議を通じた解決を目指したいとしています。
これに対し、菅官房長官は２０日の記者会見で、「委員会では、国による是正の指示は違法だとは認めていない。沖縄県に不服があれば、和解条項に基づいて１週間以内に是正の指示の取り消し訴訟を提起すると承知している」と述べました。政府としては、普天間基地の早期運用停止を実現するためにも、沖縄県との協議で移設計画にさらに遅れが出ることは避けたいとして、沖縄県に対して、国の是正指示に不服があれば、和解条項に従い早期に訴訟を起こすべきだとしており、対立が再燃する可能性が高まっています。
菅長官 地位協定の対象者見直し協議急ぐ考え
ＮＨＫ6月20日 14時01分
菅官房長官は午前の記者会見で、沖縄県で女性が殺害されアメリカ軍の軍属の男が逮捕された事件を受け、大規模な抗議集会が開かれたことについて、日米地位協定の対象者の範囲を見直すためのアメリカ政府との協議を急ぐとともに、日本独自の犯罪防止対策を充実させていく考えを示しました。
沖縄県で２０歳の女性が殺害され、アメリカ軍の軍属の男が逮捕された事件を受けて、翁長知事を支える社民党や共産党などの主催で１９日、那覇市で大規模な抗議集会が開かれました。
これについて、菅官房長官は午前の記者会見で、「先般の事件は卑劣な犯罪であり、決して許されないものである。沖縄の皆さんから示された気持ちは、政府としては真摯（しんし）に受けとめたい」と述べました。
そのうえで、菅官房長官はアメリカ政府との間で、日本に駐留するアメリカ軍関係者の地位や犯罪の取り扱いなどを定めた日米地位協定の対象者の範囲を見直すための協議を急ぐとともに、日本独自の犯罪防止対策を充実させていく考えを示しました。
さらに、菅官房長官は普天間基地の移設計画を推進し、沖縄に駐留するアメリカ海兵隊のうち、９０００人のグアムへの移転を早期に実現したいという考えを示しました。
一方、菅官房長官は抗議集会について、「よく県全体という話をされるが、それは全く当たらない。現に沖縄にある１１の市のうち、９人の市長が出席してない。自民党、公明党、さらに、おおさか維新の会も出席していないと承知している」と述べました。
沖縄基地問題、有識者が議論

読売新聞2016年06月20日 23時26分

　キヤノングローバル戦略研究所の宮家邦彦氏と新外交イニシアティブの猿田佐世氏が２０日、ＢＳ日テレ「深層ＮＥＷＳ」に出演し、沖縄県の米軍基地問題を巡って議論した。

　宮家氏は、米軍属による女性殺害容疑事件に抗議して行われた１９日の「県民大会」について、「（決議で）米海兵隊の撤退に言及したのは非常に政治的な内容だ。この問題を政治化するのには反対だ」と述べた。猿田氏は「（県民の）怒りが爆発してもおかしくない。『限界を超えた』という表現が正しいとみている」と分析した。

しんぶん赤旗2016年6月21日(火)

安倍改憲の是非　大争点に　憲法・経済で与野党党首がネット討論　志位委員長が発言

　２２日の参院選公示を目前にした１９日夜、与野党党首による「ネット党首討論」がインターネット動画サイト「ニコニコ動画」などを通じて生放送されました。経済と憲法をテーマに各党首が論戦。憲法をめぐる議論では、安倍改憲を許すのかどうかが参院選の大争点であることが浮かびあがりました。

（志位委員長の発言）


首相「次国会から条文を議論」

　安倍晋三首相は、参院選後の国会から改憲議論を行うと明言｡これに対し共産､民進、社民、生活の野党４党は安倍政権下での改憲議論に危機感を示し、安倍改憲に反対を表明しました。
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（写真）９党首がそろったネット党首討論。正面右端は志位和夫委員長＝19日、東京・六本木


　日本共産党の志位和夫委員長は、憲法９条２項の全面削除や「国防軍」の明記などを盛り込んだ自民党の改憲草案について「憲法が憲法でなくなるもの。憲法によって国家権力を縛るものではなく、憲法によって国民を縛り付けるものへと大変質させるものです」と指摘。「この自民党改憲草案を許すかどうかが、今度の選挙の大争点です」と強調しました。

　安倍首相は討論の冒頭、「この選挙においてもわれわれは憲法改正を目指していくことを選挙公約にちゃんと書いている」と強調。参院選の結果をうけ、「どの条文を変えていくか、条文の中身をどう変えていくかの議論を進めていきたい。次の国会から憲法審査会を動かしていきたい」と明言しました。

　一方、公明党の山口那津男代表は「憲法改正については、与党で合意をつくり発言するということではない」と責任回避の姿勢を示し、「国会の中で議論が成熟していないので、参院選では争点にならない」と争点隠しに終始。おおさか維新の会の松井一郎代表は「憲法改正が必要だ」と改憲補完勢力の姿勢を鮮明にしました。

　経済をめぐる討論で安倍首相は、有効求人倍率や消費税増税による税収増を含む数字などを挙げて、アベノミクスの成果を誇り､｢しっかりとこの道を力強く前に進み、ギアを２段、３段上げ、エンジンをフル回転させる」と表明しました。

　アベノミクスの成果を誇る安倍首相に対し、ともに選挙協力をおこなう野党４党の党首は一致して批判。日本共産党の志位氏は、働く人の実質賃金が５年連続で減り、個人消費は２０１４、１５年度と２年連続マイナスとなった実態を指摘し、「アベノミクスは失敗です」「アベノミクスはもうやめて格差をただし、経済に民主主義を確立する三つのチェンジが必要です」とのべ、(1)税金の集め方のチェンジ(2)税金の使い方のチェンジ(3)働き方のチェンジ―の三つのチェンジを提唱しました。

しんぶん赤旗2016年6月21日(火)

参院選２０１６「ネット党首討論」　志位委員長の発言
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（写真）発言する志位和夫委員長＝１９日、東京・六本木


　日本共産党の志位和夫委員長は１９日夜、参院選２０１６「ネット党首討論」（ニコニコ動画）に出演し、経済問題や憲法問題について与野党党首と討論しました。



経済問題――

アベノミクスは失敗した。「三つのチェンジ」で経済に民主主義を確立する

　　経済問題では、冒頭、各党首が「アベノミクス」の評価、今後必要な経済対策などについて語りました。共産、民進、社民、生活の４野党がそろって「アベノミクス」による失政を指摘したのに対し、与党側は「アベノミクスは道半ば。しっかりとこの道を力強く前に進める」（安倍晋三首相）、「アベノミクスの成果を分配にも生かす」（公明党の山口那津男代表）と格差を拡大させた「アベノミクス」にしがみつきました。志位氏は次のように語りました。

　志位　私は、「アベノミクス」は失敗だと思っております。安倍さんは「世界で一番企業が活躍しやすい国をつくる」と宣言し、「大企業を応援し、大企業がもうけをあげれば、いずれは家計に回ってくる」と言い続けてきました。

　しかし、待てども待てども、回ってこないわけです。大企業は３年連続で過去最大の利益をあげましたけれども、庶民の生活はどうか。働く人の実質賃金は５年連続マイナス、５％も目減りし、１９９０年以降最低に落ち込みました。日本経済の６割を占める個人消費は、１４年度、１５年度と２年連続マイナス。これは戦後初めての事態です。

　私は、「アベノミクス」はもうやめて、格差をただし、経済に民主主義を確立する「三つのチェンジ」を提案したいと思います。

　第１は、「税金の集め方」のチェンジです。消費税１０％は先送りでなく、きっぱり中止する。そして富裕層と大企業に応分の負担を求める「消費税に頼らない別の道」で財源をつくる。

　第２は、「税金の使い方」のチェンジです。大事な税金は、社会保障、若者、そして子育てに優先して使う。認可保育所の増設や保育士さんの待遇改善で「保育園に落ちない日本」にする。そして大学の学費を１０年間で半減し、給付制奨学金を創設する。

　第３は、「働き方」のチェンジです。ブラックな働き方をなくし、残業時間を法律で規制し、「過労死」をなくしていく。そして非正規から正社員の流れをつくるための雇用のルールの強化をはかる。最低賃金は中小企業の手当てをしっかりやりながら、今すぐどこでも時給１０００円、そして１５００円をめざす。大幅引き上げをはかります。

経済問題――各党の討論

◆給付型奨学金

志位　給付型奨学金を創設するのか

首相　いますぐといえない

　続く党首間の討論で、志位氏は安倍氏に質問しました。

　志位　安倍さんに、若いみなさんにとって切実な問題、奨学金の問題を聞きたいと思います。大学を出ますと３００万円から多い方は１０００万円もの借金を返さなければいけません。給付型奨学金の創設は本当に急務だと思います。

　自民党の公約をみますと、「給付型奨学金の創設に向けて具体的な検討を進めます」とあるんですね。こんなあいまいな公約はないと思うんですよ。これを、創設するのかしないのか。お答えいただきたい。

　安倍　無利子の奨学金を、頑張っている子どもたちにはすべて対応できるようにしていきたいと思います。そして、給付型の奨学金については、財源をしっかり得なければいけません。財源をしっかりと得て、これ実行していくように検討していきたいと思います。

　司会者が、「だいたい何年後くらいか」と質問。安倍氏は、「財源を得られれば来年度からも私は可能だと思っているが、まだ得られていないのに、いますぐという、いいかげんなことは言えない」と述べ、給付型奨学金の導入を明言しませんでした。

◆長時間労働の是正

志位　「残業代ゼロ」法案を撤回するのか

首相　「多様な働き方」を可能にする

　志位氏はまた、労働法制の問題で安倍氏に質問しました。

　志位　自民党の政策を見ますと、「長時間労働の是正」ということが書かれています。であるならば、「残業代ゼロ法案」―一定の年収を超える労働者はどんなに働いても残業代は１円も出さないと。これは、「過労死促進法」になります。これは撤回されるべきではないでしょうか。いかがですか。

　安倍　まず、「過労死促進法」というレッテル貼りはやめていただきたいと思います。「多様な働き方」を可能にしていくことが大切であろうと思います。これが時代の要請に合うものであります。同時に、非正規でいたくないのに非正規という比率は、安倍政権になってから実は減っています。大切なことは、みんなが仕事を得られるという経済状況をつくっていくことだろうと。それはまさに、有効求人倍率をあげていくということなんだろうと思います。しっかりと、われわれは進めていきたいと思います。

　これに対して、民進党の岡田克也代表は「安倍さん、実態がわかっていない。ワタミの（過労死）裁判の時に、過労死した女の子がどういう扱いを受けたか。だから自由に選べるじゃだめなんです。大事なことは、法律できちっと規制する。それを多様な働き方などと言って自由にやれるようにしたらタガが外れてしまう」と批判しました。

憲法問題――

憲法違反の安保法制＝戦争法は廃止。安倍改憲ストップの審判を

　安全保障問題や憲法改定問題がテーマになり、各党首が意見を表明。安倍首相は安保法制＝戦争法成立で「お互いに助け合う（日米）同盟はその絆を強くした」と発言。改憲について「私たちは憲法改正草案をお示ししている。この選挙においても憲法改正を目指していくと選挙公約にちゃんと書いてある」とのべました。さらに、「憲法審査会でどの条文を変えていくか議論を進めていきたい」と参院選後に改憲に向けて突き進む立場を明言しました。志位氏は次のように表明しました。

　志位　昨年９月１９日に強行された、安保法制＝戦争法ばかりは、数の横暴で強行されたからといって、そのままにしておくことはできません。

　集団的自衛権とは、日本に対してどの国からも攻撃がされてもいないにもかかわらず、アメリカが戦争を始めたら、一緒に戦争をするということです。アメリカのベトナム戦争、イラク戦争のような無法な戦争に、日本の若者を駆り立てるということになります。憲法違反の安保法制＝戦争法は廃止するしかありません。

　しかも安倍政権は、安保法制を強行するさいに、「憲法９条のもとでは集団的自衛権は行使できない」という、６０年余りにわたる憲法解釈を百八十度覆すという、立憲主義を破壊するという禁じ手を使いました。集団的自衛権行使容認の閣議決定を撤回し、日本の政治に立憲主義と民主主義を取り戻すことは、まさに急務だと思います。

　さらに憲法改定の問題があります。安倍さんは、「憲法を改正していく、自民党は憲法改正草案を示している、これを国政選挙でお示ししていきたい」と、国会で答弁されています。

　この「自民党改憲案」――２０１２年につくられた文書ですけれども、内容は憲法９条２項を全面削除し、「国防軍」を明記し、海外での武力行使を無条件に可能にするものとなっています。「公益及び公の秩序」の名で、国民の基本的人権を制約できるものとなっています。一言でいって、「憲法が憲法でなくなる」――憲法によって国家権力を縛るのではなくて、憲法によって国民を縛り付けるものへと大変質させるものとなっています。

　この「自民党改憲案」を許していいかどうかは、今度の選挙の大争点です。ぜひ改憲ストップの審判をくだしていただきたいということを、訴えたいと思います。

　「安保法制廃止・立憲主義回復」の大義を掲げて共闘する他の野党も「立憲主義をきちんと理解した総理でないと非常に危ない」（民進・岡田氏）、「政府・自民党、安倍総理の考えているような憲法改正は賛成できない」（生活の党・小沢一郎代表）、「憲法の理念、条文が生かされないことが最大の問題だ」（社民党・吉田忠智党首）と安倍政権のもとでの憲法改悪に反対しました。

憲法問題――各党の討論

教育の無償化をすすめるのに憲法改正は必要ない

　党首間の討論で、おおさか維新の会の松井一郎代表が志位氏に「教育無償化のための憲法改正に反対か」と質問。志位氏は次のように答えました。

　志位　教育を無償化するために憲法の改正は必要ないと思います。高等教育を無償化する、あるいは高校教育を無償化する、私たちは無償化する方向が必要だと思います。しかし、それは何も憲法を変える必要はありません。現行憲法の教育の権利、これにしっかり立って、あるいは幸福追求権、これにしっかり立って、しっかりやればいいことであって、現行憲法でできないことはない。何も憲法を変える必要が、教育の無償化であるとは考えません。

　これに対し松井氏は「なぜ義務教育が無償化になっているのか、憲法で義務教育は無償としっかり明記されているからだ。教育無償化を完全実施するなら憲法で無償化を規定しなければなりません。志位さんは教育の無償化は反対だということがはっきり分かりました」などと根拠のない攻撃を行いました。

　志位氏は「そんなこといってないでしょう。憲法を変えなければできないということではないといってるんですよ」ときっぱり反論しました。

憲法９条と自衛隊は両立しない――将来の問題として国民合意で段階的解消

　安倍首相は「志位さんの話をうかがって、いいことであっても憲法改正はしない。いわば指一本触れさせたくない、そういうことなのかなという感じがしました。自衛隊については今でも憲法違反だというお考えなのか」と質問。これに対し、志位氏は次のように答えました。

　志位　これは（自衛隊が違憲だというのは）その通りです。

　まず憲法の３０条におよぶ人権条項、これは本当に先駆的で豊かなものなんですよ。ここには政治的権利だけでなくて、教育の権利、勤労の権利、そして生存権など、経済的・社会的な権利が入っている。ですから、これを本当に生かした政治が必要なんですね。

　それから自衛隊のことがいわれました。私たちは憲法９条と自衛隊は両立しないと考えております。じゃあどうするか。やはり９条という理想に向けて、将来的な問題ですけれども、国民の合意で段階的に９条の全面実施をはかっていく。これが私たちの見解です。

　　志位氏は、憲法９条について安倍氏に質問し、次のようなやりとりになりました。

　志位　安倍さんにうかがいます。安倍さんは国会答弁で、憲法改定について、「憲法９条の憲法解釈について、７割の憲法学者が自衛隊は憲法違反の疑いがある、自衛隊に対してそういう疑いを持っているという状況をなくすべきではないかという考え方もある」とお述べになりました。さきほど私に対して、９条についての考え方を聞かれたので、私の考え方は述べましたけれども、安倍さん自身もそういう考え方をもっていらっしゃるんですか、９条に関して。

　安倍　９条と自衛隊は合憲だと考えております。われわれは、国の存立を守るための自衛権を持っている。これは砂川判決でも明らかになっています。今日、明らかになったことは、共産党は自衛隊が違憲の存在であるということをはっきりと示したことです。あの熊本の地震のときにも、昼夜を分かたず救出、救命のためにがんばったのが自衛隊であろうと。私は自衛隊の人たちにたいして、本当に失礼なことだなあと思います。

　志位　私たちは将来の展望として、国民の多数の合意を得て、９条の完全実施、すなわち自衛隊の段階的解消をはかるという方針をもっております。しかし、それは将来の課題であって、かなりの長い期間、自衛隊との共存が続くという展望をもっております。そして、自衛隊については、急迫不正の主権侵害、あるいは大規模災害が起こったときには、自衛隊も働いていただくという方針は大会で決めております。何か、災害出動に反対であるかのようなことをいうのはやめていただきたい。

自民党がつくった憲法違反の状態を解消する責任ある方針

　安倍氏は、「自衛隊は憲法違反といっていながら、しばらくはいいんですか、憲法違反だと認めながら、災害が起こったら仕事をしてくれと。これはあまりにもひどい言い方だと思います。憲法違反だったら、すぐこれは廃止すべきではないですか」と再度、質問しました。志位氏は次のように反論しました。

　志位　憲法違反の状態をつくったのは自民党なんですよ。ただ、その憲法違反の状態をすぐに解消することはできません。国民多数の合意がなかったらできない。ですから、私たちは、そういう状態のなかで、いかに９条の全面実施をはかるかということについて、国民の合意を得て段階的に解消していく。自民党がつくった矛盾を私たちが引き受けて、いかに解消するかという、一番責任ある方針を出しています。

■視聴者に訴えたいメッセージ

市民運動と野党共闘は大きな希望　新しい政治をつくろう

　番組では最後に、視聴者に訴えたいメッセージを各党首が述べました。志位氏は次のように述べました。

　志位　いま日本は、戦後かつてない歴史的な分かれ道に立っていると思います。この間、一方で安倍政権による憲法違反の安保法制＝戦争法の強行という危険な動きが起こりました。同時に、それに反対して戦後かつてない新しい市民運動が豊かにわき起こり、それに背中を押されて、野党共闘が大きく前進しているのは、日本にとっての大きな希望だと思います。

　今度の選挙では、全国３２の１人区で野党統一候補が実現しました。「安保法制の廃止、立憲主義の回復、安倍政権の打倒」を共通の大義としておりますが、同時にそれ以外の問題でも、この間１５本の法案を国会に野党として出し、「市民連合」のみなさんとは１９項目の政策合意を交わし、野党共闘の中身は、暮らしの問題、民主主義の問題も含めて、豊かになっております。どうか、日本の政治をよくしていく、新しい政治をみんなでつくっていこうではないかということを呼びかけたいと思います。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

アベノミクスの破綻明瞭　野党共闘は大義で結束　党首討論　志位委員長が発言

　参院選公示まで３日と迫った１９日、与野党党首による論戦がフジテレビ系「新報道２００１」、ＮＨＫ「日曜討論」の両番組で交わされました。日本共産党の志位和夫委員長は「安倍暴走政治の全体にノーの審判を下し、チェンジの意思を突きつける選挙にしていきたい」と表明。ともに選挙協力を行う野党党首も一致して、安倍政権の経済政策「アベノミクス」の失敗、安保法制＝戦争法による立憲主義破壊を批判しました。

アベノミクス／社会保障財源

　経済政策をめぐる討論で安倍晋三首相は、有効求人倍率や消費税を含む税収増の数字などを並べて「決してアベノミクスは失敗していない」と強弁。これに対して、志位氏は、(1)労働者の実質賃金は５年連続マイナス(2)経済の６割を占める個人消費は２年連続マイナスなど、アベノミクスの破綻を具体的に明らかにして、「大企業応援から暮らし応援へ、経済政策の抜本的な転換が必要だ」と訴えました。

　民進党の岡田克也代表は「格差拡大の事実をおさえた上で政策をやらないと、とんでもないことになる」と批判しました。

　社会保障の財源などが問題になり、志位氏は「私たちは『三つの税逃れ』をただそうと提唱している」と強調。(1)大企業優遇税制(2)富裕層優遇税制(3)「タックスヘイブン（租税回避地）」という三つの「税逃れ」をただすことで、「消費税にたよらない別の道で財源をまかなう｣と強調しました｡

　これに対し、安倍首相は「企業を目の敵にしている」と攻撃。志位氏は「中小企業より、大企業の方が税負担が軽い。大企業に社会的責任を果たさせるよう主張している。レッテル貼りはやめてほしい」と反論しました。

安保法制＝戦争法／野党共闘

　戦争法をめぐっては、安倍首相が「日本を守るために助け合える同盟は絆を強くした」と主張。野党共闘について、「与党候補を倒すためだけに(候補を)一本化している｣と述べました｡

　志位氏は「安倍政権が安保法制＝戦争法を通し、立憲主義を壊してしまった。そのうえ、憲法改定までいっている。その状況で、野党が、安保法制を廃止する、立憲主義を取り戻す、憲法改定を許さない―そういう太い大義で結束するのは当たり前のことだ」と強調。さらに、「野党として、暮らしや民主主義の問題でも『共通政策』を確認している」と述べました。

　安倍首相が「（政権を）倒したあとどうするのか」とただしたのに対し、志位氏は「私たちは野党連立政権をつくろうといっているが、合意にはなってない。ただ、参院選だから、政権は変わらない。総選挙までにきちんと前向きの合意を得られるよう努力したい」と答えました。岡田氏も「（野党連立政権は）考えていない」としながら、「これからの話し合いだ」と述べました。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

ＮＨＫ「日曜討論」　志位委員長の発言

　日本共産党の志位和夫委員長は１９日のＮＨＫ「日曜討論」に出席し、参院選の争点について与野党党首らと討論しました。司会は、島田敏男解説委員と中川緑アナウンサー。



参院選をどうたたかうか　「安倍暴走政治」の全体を問う――野党共闘の勝利と日本共産党躍進をめざす

　まず初めに「参議院選挙をどう位置づけてたたかうのか」と聞かれ、安倍晋三首相は「アベノミクスの前進か後退かを選択する選挙」と発言。志位氏は次のように述べました。

　志位　「アベノミクス」の是非は争点の一つだと思いますが、それだけに争点をせばめるわけには決していかないと思います。安倍さんは過去２回の国政選挙で、「アベノミクス」一本でたたかって多数の議席を得た。しかし、やったことは何だったか。２０１３年の参院選挙のあとは秘密保護法、１４年の総選挙のあとは安保法制＝戦争法の強行、憲法を壊す政治をやってきた。こんなことを３度も繰り返させるわけにいかないと思います。

　私たちは、今度の選挙は、民意にそむく「安倍暴走政治」の全体が問われる。安保法制と憲法改定の問題、「アベノミクス」の問題、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）の問題、原発の問題、そして沖縄の米軍基地の問題――「安倍暴走政治」の全体にノーの審判を下し、チェンジの意思を突きつける選挙にしていきたい。

　野党としては、３２の１人区すべてで野党統一候補を実現しました。私たちは、野党共闘の勝利と共産党の躍進を必ず勝ち取りたいと思っております。

アベノミクス　失敗がはっきりした――実質賃金は５年連続減、個人消費は２年連続減。大企業応援から暮らし応援へ転換を

　経済政策について議論となり、安倍氏は「『アベノミクス』はまだ道半ばで、われわれの政策も不十分であることは率直に認めたい」といいながら、「『アベノミクス』は失敗していない。しっかりとこの政策を強く前にすすめていく」と述べました。

　これに対し志位氏はこう指摘しました。

　志位　私は、（「アベノミクス」は）もう失敗がはっきりしたと思っております。安倍さんは「世界で一番、企業が活躍しやすい国をつくる」と述べ、そのために「まず大企業を応援し、大企業がもうけをあげれば、いずれ家計に回ってくる」といって３年半やってきたわけです。ところが、待てども待てども回ってこないわけですよ。大企業は３年間史上最高の収益をあげました。しかし、国民の暮らしの実態はどうか。

　（安倍氏は）いろんな数字をあげられますけど、二つの大事な数字をおっしゃらない。

　一つは、働く人の実質賃金が５年連続マイナス、５％目減りしている。これは１９９０年度以降、この統計が始まって以降、最悪の数字なんです。

　もう一つは、日本経済の６割を占め国民の暮らし向きを示す指標である個人消費が、２０１４年度、１５年度と、２年連続マイナスなんです。２年連続マイナスというのは、リーマン・ショックのときも１年ですから戦後初めてなんです。消費が冷え込んでいる。

　私は、大企業応援から暮らし応援へ経済政策の抜本的な転換が必要だと思います。

　４野党から「国民の生活は豊かになっていない。転換しなければならない」（民進党の岡田克也代表）との指摘が相次ぎました。

消費税１０％再延期をめぐって　（「アベノミクス」の）破綻を示した――先送り実施ではなくキッパリ断念を

　安倍内閣が消費税の１０％への引き上げを２年半延期したことについて議論となり、志位氏は次のように述べました。

　志位　１０％の引き上げはできなくなった、延期せざるをえなくなった。これは、ひとつの破綻だと思いますよ。なぜこれができなくなったかというと、これは日本経済の個人消費が冷え込んでいる、もう上げられる条件がないわけです。ところが、この失政を認めないで、（安倍氏は）「世界経済がリスクを抱えているから」というが、こういう責任のがれはやるべきではない。

　もともと８％に上げるときに、私は、その直前の衆院本会議（代表質問）で、「９７年をピークに働く人の賃金が７０万円も減っている。こんなに減っているときに増税をかぶせたら、景気悪化の悪循環を引き起こすことになるから、おやめなさい」と安倍さんにいいました。しかし（首相は）「（経済の）足元は大丈夫」だ、といって上げたわけですね。上げた結果、２年連続の個人消費のマイナスという異常事態をつくったわけですよ。

　この失政の責任を認めて、消費税１０％の引き上げは、先送りで実施するということではなくて、きっぱり断念すべきだ。「消費税にたよらない別の道」で、財源を確保する道に転換すべきだと思います。

社会保障充実の財源は　消費税に財源を求めるのはやめよ――「三つの税逃れ」をただせば財源は生み出せる

　社会保障の財源をめぐって議論となり、安倍氏は「消費税の引き上げを延期する以上、全てのメニューを行うことはできません」などと述べました。志位氏は次のように述べました。

　志位　社会保障の財源を消費税に求めるというやり方から決別し、私たちは「三つの税逃れ」をただそうということを提唱しております。

　一つは「大企業の税逃れ」です。研究開発減税など優遇税制があるために、法人税の実質負担率は中小企業は２０％、大企業は１２％。これは本当に不公正で、中小企業なみの負担を求める。

　二つは「富裕層の税逃れ」。株取引などへの優遇税制があるために、所得１億円超えますと逆に税負担率が下がっていく。この不公正をただして、「アベノミクス」でもうけている富裕層に応分の負担を求める。

　そして三つ目は「タックスヘイブン（租税回避地）の税逃れ」。ケイマン諸島――税金がゼロのあの地域に、日本から７４兆円ものお金が投資されている。この「税逃れ」を、タックスヘイブン税制を強化する、あるいは国際協調でタックスヘイブンそのものをなくしていく。そうした努力をやる。

　「三つの税逃れ」をただして、「消費税にたよらない別の道」で財源をまかなうべきだと思います。

富裕層や大企業に応分の負担を求める意思はあるか――首相に問う

　安倍氏が、タックスヘイブンにかんして「租税回避させない枠組みをつくっていく」などと述べました。志位氏は次のように指摘しました。

　志位　私は、「三つの税逃れ」をただすべきだといいました。タックスヘイブンの問題はいろいろやっているということをおっしゃった。

　いくつか聞きたいんですけど、「タックスヘイブン税制」というのがありますよね。（日本の株主が）５０％（超の株式をもつ）子会社に限っている。これをきちんともっと強める必要がある。この意思があるかどうかを聞きたい。

　それから富裕層に対する課税の問題。キャピタルゲインの課税を１０％から２０％にしたとおっしゃった。しかし、世界の標準はだいたい三十数％ですよ。日本は軽すぎる。もっと世界標準に引き上げて、富裕層にきちんと払ってもらう意思があるのかどうか。これを聞きたい。

　それから大企業にたいする研究開発減税等々で、大企業のほうが中小企業よりも税負担が低い。この不公正をただす意思があるのかどうか、これが問われているわけです。連結納税などの巨大企業は６％しか払っていないでしょう。６％ですよ。この不公正をただす意思があるのかどうか。この３点を聞きたい。

　これに対し安倍氏は、タックスヘイブン対策について「しっかりと進めていきたい」としか答えず、「志位さんは企業を目の敵にしています」「成長できなくなってしまっては元も子もない」などと述べました。志位氏はこう反論しました。

「企業を目の敵」になどしていない――大企業が中小企業より税負担が低い不公平是正を求めている

　志位　企業を目の敵になどしていませんよ。中小企業より大企業のほうが税負担が軽いのをまともにしたらどうですかと言っている。大企業に社会的な責任を、とくに巨大な大企業は本当に社会で大きな影響力を持っているわけですから、そういう大企業に社会的責任を果たさせる、社会的負担を負わせるといっているわけです。大企業をつぶすとか、目の敵にしているとか、レッテル貼りはやめていただきたい。

安保法制廃止の野党共闘

違憲の戦争法廃止へ野党統一候補を全１人区で擁立――共通政策は豊かになっている

　安保法制＝戦争法について議論となり、司会者から「安保法制廃止で野党が足並みをそろえている」と紹介され、志位氏は次のように述べました。

　志位　そうです。去年の９月１９日の安保法制、私たちは戦争法と呼んでおりますが、この強行ばかりは数の暴力でやられたからといってそのままにしてはおけない。憲法違反の法律ですから、これは廃止する必要がある。廃止するためには野党が選挙協力をやって、とりわけ１人区では野党統一候補をつくるための努力をしてまいりましたが、全部で一本化しましたから、自民党を打ち負かすために頑張りたいと思っています。

　この問題、「安保法制の廃止、立憲主義を取り戻す」という太いところで一致しておりますが、野党としてはその他の「共通政策」もこの間、確認しております。「アベノミクスによる貧困と格差を是正する」、「ＴＰＰや沖縄の問題にみられる強権的な政治は許さない」、「安倍政権のもとでの憲法改定は許さない」、そういう太いところでも一致しております。それから１５本の議員立法を野党４党で共同提案しております。そして「市民連合」のみなさんとは１９項目の政策協定を調印しております。こういう中身も「共通政策」にしていくことを確認しておりますので、野党共闘の中身はとても豊かになっているということも言っておきたいと思います。

「立憲主義を取り戻す」という大義で結束、野党連立政権問題も総選挙までに前向きの合意を

　これに対し安倍氏は「与党を倒すために一本化しているが、その後どうするかはまったくない。あまりにも無責任だ」などと主張しました。これに対し、志位氏は次のように反論しました。

　志位　さきほど野党共闘に対する批判があったので反論しておきたいと思います。政策がばらばらだとおっしゃるが、政党が違うのですから違いはありますよ。しかし、私たちは「安保法制を廃止する、立憲主義を取り戻す」という太いところで一致しています。「立憲主義を取り戻す」というのは、憲法を守るまっとうな政治を取り戻すということでしょう。これを壊したのはあなた方です。これはあれこれの政策の違いはあったとしても、横に置いてでも最優先でやるべき仕事です。

　それからもう一つ、（共産党と民進党で）政権（構想）について違いがあるとおっしゃいました。たしかに私たちは野党連立政権をつくろうと言っています。これは合意にはなっておりません。しかし参議院選挙ですからね。参議院選挙では政権はかわらないんです。ですから私たちは総選挙までに、きちんとこの点でも前向きの合意を得るために努力していきます。

　これに先立ち、民進・岡田氏は「巨大な与党が乱暴なことをしてくる。横暴な与党を方向転換していくために野党４党が勝利を得ることで今までのようなやり方は通用しなくなる」と発言。社民・吉田忠智党首は「（戦争法は）憲法９条を骨抜きにしたどころか、平和国家としてのあり方を百八十度変えるものだ、そういう声に押されて３２の１人区を一本化する努力をかさねてきた」と述べました。

　続いて次のようなやりとりがありました。

　安倍　総選挙で勝ったら連立政権をつくるということですね。

　志位　そこはそういう考え方でやっています。

　安倍　分かりました。

　志位　参院選では、あなた方がもし負けたとしても自民党政権は続くでしょう。

　安倍　第一歩ですね。民進党、共産党政権の第一歩ですね。

　岡田　そんなことは考えていません。

　荒井広幸・新党改革代表　考えてないんでしょ。

　安倍　違うじゃないですか、全然。

　志位　いや、そこはこれから話し合いをやっていくんです。

　岡田　これからの話し合いです。

憲法改定について　戦争・独裁への安倍改憲ストップの審判を

　憲法問題について議論となり、安倍氏は「自民党は結党以来、憲法改正すると明言しています」としながら、「（改憲発議に必要な）３分の２を今回目指しているわけではありません」などと述べました。志位氏は次のように主張しました。

　志位　安倍さんは、国会答弁で、「憲法を改正していく。自民党は憲法改正草案を決めている。それを次の国政選挙でお示ししていきたい」と言われているんですね。ですから、２０１２年に自民党が決めた「自民党改憲案」を許していいかどうかが、参議院選挙の大争点だと思います。

　「自民党改憲案」を見てみますと、憲法９条２項を全面削除して、「国防軍」を明記して、「国防軍」が海外での武力行使を無条件で可能とするものになっている。

　それから、「公益及び公の秩序」の名で、基本的人権の制約が可能になっている。

　「緊急事態条項」を設けて、戦争や大規模災害のときに、首相に独裁的な権力を集中していくような仕組みもある。

　これはもう「憲法が憲法でなくなる」。憲法によって国家権力を縛るんじゃなくて、憲法によって国民を縛りつけるものに大変質させるもので、このような戦争と独裁の「安倍改憲」―「自民党改憲案」はストップという審判を下していきたいと思います。

　改憲問題で民進・岡田氏は「憲法の平和主義が変えられてしまう。海外で武力行使できる国になる。それを許すわけにいかない」と述べました。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

フジテレビ「新報道２００１」党首討論　志位委員長の発言

　日本共産党の志位和夫委員長は１９日放送のフジテレビ番組「新報道２００１」に出演し、与野党党首と経済問題、参院での野党共闘などを中心に討論しました。

首相が言わない二つの数字―実質賃金５年連続マイナス、個人消費２年連続マイナス

　番組では、安倍政権の経済政策「アベノミクス」の下で広がる貧困と格差の問題がテーマになりました。安倍晋三首相は「有効求人倍率は４７全ての都道府県で１倍を超えた」など数値をあれこれあげ、「アベノミクス」に固執する姿勢をあらわにしました。これに対し志位氏は反論しました。

　志位　安倍さんは、「アベノミクス」はうまくいっていると、いろんな数字をあげられました。さきほど、有効求人倍率が１を超えて、全国そうなっているとおっしゃいましたけれども、これはパートや非正規を含めた数なんです。正社員の有効求人倍率というのは０・８５なんですよ。１を超えているのはたった８都県しかないんです。ですから、正社員の仕事がない。

　そして、安倍さんは大事な数字を二つあげないんです。

　一つは、働く人の実質賃金が５年連続マイナスです。５％目減りしている。１９９０年以降、最低になっているんです。賃金が実質目減りしている。

　もう一つは、日本経済の６割を占める個人消費が、（２０）１４年度、１５年度と２年連続マイナスなんですよ。２年連続マイナスというのは、戦後で初めてです。

　ですから、この二つの大問題がある。「アベノミクス」といって、ともかく“大企業を応援して、大企業がもうかれば、家計に回る”といってやってきたんだけれど、そうなっていない。この実態を認めるべきだと思います。

「うまくいっている」と言えばいうほど国民の現状を知らないことを示す

　それでも安倍首相は「アベノミクス」の失敗を認めず、「昨年の正規雇用は８年ぶりに２６万人増えた」「実質賃金は直近の３カ月は連続プラスになった」と再び数値を持ち出しました。

　志位　さきほど、総理は、足元では正社員が増えていると。去年は２６万人増ということをいいました。ただ、安倍政権の３年間では３６万人減っている。減ったうち、若干を取り戻したというだけです。全体の数字をきちんという必要があると思います。

　それから、実質賃金も、この（直近の）３カ月は上がったっていうんですけれど、かなり落ち込んだところに比べて、ちょっと上がっただけです。そういう数字のごまかしはやめたほうがいい。

　なによりも、この間、日本世論調査会が調査をして、「『アベノミクス』で給与が上がったという実感がありますか」と（いう設問に）、８５％は「上がった実感はない」といっているんです。

　国民の実感はそうなんですよ。ですから、総理が、いろいろとうまくいっている、うまくいっているといえばいうほど、これは今の現状を知っていない、知らないでものをいっているということになると思うんですよ。

「正社員を増やす」と言いながら派遣法大改悪――言っていることとやっていることが違う

　これに対し安倍首相に「『アベノミクス』は道半ば。すべてがうまくいっているとは思っていない。不十分な点がたくさんあることは率直に認めたい」としつつ、「正社員を増やすことができた。実数で増やすのは大変なことだ」と発言。志位氏はさらに反論しました。

　志位　いまの問題でも、（テレビ局が用意した）グラフを見てくださいよ。非正規雇用労働者の割合というのは、３７・５％で、もう最悪なんですよ。

　しかも、そういう最悪のときに、労働者派遣法の改悪をあなた方はやった。これまで派遣は「原則１年、最大でも３年」という枠があったのを、期間制限を取り外して、永久に派遣でも働かせ続けることができるようになった。そうしますと、「正社員ゼロ社会」に道を開くような大改悪をやっているわけですよ。そういうことをやっていながら、いろいろとおっしゃっても、これは、言っていることとやっていることがぜんぜん違うということをいわなければなりません。

「２１兆円税収増」――８兆円は消費税増税分、リーマン・ショック前を取り戻していない

　公明党の山口那津男代表は、「国税・地方税合わせ２１兆円税収が増えているのは『アベノミクス』のこの紛れもない結果」などと発言。志位氏は「２１兆円というのも違いますよ。そのなかに８兆円の消費税増税が入っているのです。増えたのは１３兆円だけでしょう」と指摘。安倍首相が「８兆円は消費税を上げた分だが、１３兆円は大変な額だ」と発言したことに志位氏は次のように批判しました。

　志位　いまいった「２１兆円税収が増えた」と（いう発言ですが）、そのうち消費税（増税分）を抜いたら１３兆円だということを認めました。

　しかし、この１３兆円も、リーマン・ショックの前を取り戻していないんです。リーマン・ショックがあった。リーマン・ショックで（税収が）落ち込んだ。これを取り戻していない。ですから、そういう数字をいろいろと並べて、自分たちがうまくいったといえばいうほど、それは国民の実感から離れていくと思いますよ。

野党共闘――大義で結束して安倍政権を倒すのは当たり前

　番組では、３２の参院１人区で野党統一候補が実現し、与党との対決構図となったことがテーマになりました。司会者から「統一候補を立てていても政権は組まない。これがどうしてもわかりにくい」との質問に、民進党の岡田克也代表は「理念、政策で違いがあって、政権は組めませんと（私はいっている）。しかし、自民党、安倍政権の暴走を止め、安倍政権を倒すという共通目的に基づいて協力していくことはまったくおかしくない」と反論しました。志位氏は次のように述べました。

　志位　私たちは、野党で「連合政権」を組もうという提案をしております。ただ、合意はありません。合意がなくても、私たちは、まずは、安倍政権が安保法制――私たちは戦争法と呼んでいますが、あの憲法違反の法律を通した。そして日本の立憲主義を壊してしまった。しかもそのうえに憲法改定までいっている。

　そういう状況のなかでですね、野党が安保法制を廃止する、そして立憲主義を取り戻す、憲法改定を許さないと、そういう太いところで、大義で結束して安倍政権を倒す。これは当たり前のことです。

　しかも野党としては、それ以外の暮らしや民主主義の問題でも「共通政策」をずーっと確認しています。ですから、安保法制だけじゃありません。

　ですから、私は、（野党４党は）安倍政権に代わる選択肢をしっかり示していると思っています。

安倍政権を倒した後をどうするか――日本共産党は「国民連合政府」を提案

　これに関し、安倍首相と志位委員長との間で、次のようなやりとりになりました。

　安倍　おそらく志位さんは、おなかのなかでは、民進党は必ず自分たちを必要としてくる、政権をともに担うことにしてみせると、おそらく思っておられると思いますよ。そうでなければ、党の候補者を降ろしませんよ。安倍政権を倒すということで一本化しているんであれば、もし倒したあとはどうするんですか。

　志位　私たちは、倒した後に「国民連合政府」をつくろうということを提案しております。この「国民連合政府」というのは、「安保法制の廃止と立憲主義を取り戻す」ということが中心課題ですが、それ以外の暮らしの問題でも、「共通政策」を実行する。そして、この大命題をやりとげたら、ずるずる続けないで、解散・総選挙をやって、（国民の）審判を仰いで、次の進路を決めていくということをいっているわけです。

　安倍　志位さんは、私がいったとおりのことをおっしゃったんですよね。（民進党などと）いっしょに政府をつくっていくといったじゃないですか。

　志位　私たちは、そういう展望をもっているけれど、いま合意がないものを押し付けていません。

野党は、安保法制以外でも「共通政策」をしっかり確認している

　自公と一緒に野党共闘を批判した、おおさか維新の会の松井一郎代表が「政策なくチームをつくるのは野合といわれても仕方がない」と発言したことに志位氏は次のように反論しました。

　志位　「政策なき」というのは、まったくのデマですよ、これは。「共通政策」をしっかり確認しているんです。野党４党として、経済の問題でも、「アベノミクスによる格差と貧困を是正する」ということで、具体的な項目もずっと確認しているんですよ。政策がないというのはまったくのデマです。

　安倍首相は「民進党は共通政策が政権公約のなかにはまったく入っていない。志位さんがいうことと岡田さんがいうことはだいぶ違う」などと批判。これに対し志位氏は次のように述べました。

　志位　違わないですよ。この間、野党４党として、１５本の議員立法を出しています。それから「市民連合」のみなさんと１９項目の政策協定を交わしています。

　そういうなかで、たとえば経済の問題でも、保育士さんや介護職の給料を引き上げる。あるいは、長時間労働を是正し、最低賃金の大幅引き上げをはかる。税の問題も富裕層と大企業に応分の負担を求めることを掲げています。

しんぶん赤旗2016年6月21日(火)

憲法問題も大争点　アベノミクスは行き詰まりはっきり　小池書記局長が会見

　日本共産党の小池晃書記局長は２０日、国会内で記者会見し、参院選に向けたこの間の討論会で「安保法制＝戦争法の問題に加え、憲法そのものが大争点になってきている」「アベノミクスの行き詰まりもはっきりしてきた」と述べ、憲法問題や格差と貧困を広げてきたアベノミクスの問題を「正面から問うていきたい」と強調しました。

　小池氏は、１９日のネット党首討論で安倍晋三首相が「この選挙では、どの条文を変えていこうということは議論できない」と語る一方で、参院選後に「どの条文を変えていくか議論を進めていきたい」と述べたと指摘。別の討論会で自民党の稲田朋美政調会長が、海外での武力行使を無条件に可能にする９条改定などを盛り込んだ「自民党改憲案」について、「たたき台だ」などと述べたことにもふれながら、「結局、参院選でどの条文を変えるかの議論からは逃げながら、選挙後には『自民党改憲案』を強行しようとしている。この時代逆行の改憲案の中身を大争点にしていきたい」と述べました。

　アベノミクスの行き詰まりについては、「毎日」２０日付の世論調査でも「見直すべきだ」が６１％となっていると紹介。「首相は『アベノミクスを問う』といって実感も実態も伴わない数字をもてあそんでいるが、個人消費が２年連続マイナスになったというはっきりした事実がある」と強調しました。

　さらに小池氏は「首相は３本の矢、新３本の矢と６本も矢を放ちながら一つも的に当たらず、ついに矢つき刀折れた。昨日の討論を見ても、アベノミクスのエンジンを吹かすというだけで、いったい何を行うのか、その中身を一切語れない」と指摘。「これから何をやるか語れなくなっているところにも行き詰まりが表れている」と語りました。

　その上で「アベノミクスに代わる対案である、税金の集め方、使い方、働き方の三つのチェンジを正面から掲げて選挙戦に臨みたい」と表明しました。

政権構想はこれからの協議

　日本共産党の小池晃書記局長は２０日の記者会見で、参院選に向けた論戦で安倍晋三首相が“野党は政権を倒した後どうするのか”などと語っていることについて問われ、「安倍政権打倒を目指すなら打倒した後の政権構想が必要であり、日本共産党は『国民連合政府』を提唱しています。これは引き続き主張していきます。同時に、野党間ではまだ合意にいたっていませんから、横において選挙に取り組んでいます」と述べました。

　政権合意なく参院選をたたかうことに関して小池氏は、「今回は参院選であり、野党が多数をとっても自公政権の交代はありません。政権構想については、総選挙までにきちんと前向きの合意が得られるように努力するというのが、わが党の立場です」と述べました。

　また、「１９日のＮＨＫ『日曜討論』でも民進党の岡田克也代表は『これからの話し合いだ』と述べています。野党の書記局長・幹事長会談（２月２３日）でも、政権の問題はこれからも継続して協議することを確認しています」と語りました。

山口公明代表「政府は改憲発議できぬ」＝安倍首相に自制促す狙いか
　公明党の山口那津男代表は２０日、東京都内の日本外国特派員協会で記者会見し、憲法改正について「首相といえども憲法順守義務が課せられているので政府側から改正の内容の発議、意見を出すことはできない」と指摘した。憲法改正に意欲を示す安倍晋三首相に自制を促す狙いがあるとみられる。
　首相は１９日のインターネット番組で、秋の臨時国会から憲法審査会で具体的な条文の議論に入りたいとの意向を示している。山口氏は会見で「憲法審査会では十分な議論が成熟していない」との認識を示し、「国民の理解を得ながら合意をつくっていく努力をしていくのが当面の正しい在り方だ」と強調した。
　また、山口氏は「自民党と公明党は与党を形成しているが、行政権を運営するための枠組みで、憲法改正を進める合意をつくる役割ではない」とも語った。野党第１党の民進党を念頭に、幅広い合意形成が必要との認識を示したものだ。
　山口氏は、記者団から自民党の長所と短所を尋ねられ、「さまざまな経験を経て柔軟な対応力がある」などと評価する一方で、「利害に関心が強いあまり、時々それに振り回される」と指摘した。　（時事通信2016/06/20-20:34）
公明代表、憲法改正「政府の立場で意見出すべきでない」 
日経新聞2016/6/20 19:17
　公明党の山口那津男代表は20日、都内の日本外国特派員協会で記者会見し、憲法改正について「首相といえども憲法を順守する義務が課せられている。政府の立場で意見を出すべきではない」と述べた。安倍晋三首相は19日の党首討論で、次期国会から憲法審査会での議論を進める考えを表明。山口氏は「自民党総裁として、意欲を述べるのは当然だ」とも語った。
　公明党は現行憲法に環境権など新たな権利を条文として加える「加憲」の立場をとる。自民党が独自の改憲草案をまとめたことに触れ「自公両党は与党を形成しているが、憲法改正を進める合意を作る枠組みではない」と指摘。「与野党が国会に所属する政党として、それぞれ議論を深める責任を負っている」と述べ、国会での合意形成を進めるため、慎重に議論を進めるべきだとの考えを示した。
　山口氏は「国会で十分な議論が成熟していない。国民に何も選択肢を示していない」と強調。参院選（22日公示―７月10日投開票）では争点にならないとの認識を改めて示した。
９条改正に賛成も＝主張採り入れられれば－おおさか幹事長
　おおさか維新の会の馬場伸幸幹事長は２０日、東京都内の外国特派員協会で記者会見し、自民党が国会で憲法９条改正を提案した場合、賛成する可能性に言及した。
　馬場氏は「改正をわれわれから持ち出す気はないが、他党との駆け引きで、９条改正が国民投票にかけられる可能性は否定しない」と述べた。その上で、自民党が９条改正と併せ、おおさか維新が主張する教育無償化などを提案した場合の対応を質問されたのに対し、「全否定するものではない」と語り、賛成に含みを持たせた。　
　おおさか維新は、改憲について教育無償化や憲法裁判所の設置などを優先し、９条は当面、扱わないとの立場。馬場氏の発言は、自民党の出方次第で柔軟に対応する余地を残したものだ。（2016/06/20-15:40）
重視政策に憲法、自公候補ゼロ　朝日・東大谷口研調査
朝日新聞デジタル冨名腰隆、池尻和生2016年6月21日00時02分

憲法をめぐる各党候補のスタンス
　２２日公示の参院選で「重視する政策」に憲法を挙げた自民、公明両党の候補はゼロ――。朝日新聞社と東京大学・谷口将紀研究室が立候補予定者に実施した共同調査で、憲法改正に前向きだが参院選では政策として重視しない与党の姿勢が鮮明になった。一方、共闘態勢で自公に対抗する野党は、重視政策に憲法を挙げて争点化をねらう構図となっている。
参院選あす公示　選挙の意義は憲法冒頭に

東京新聞2016年6月21日 朝刊

　憲法の前文の冒頭の一文を今、読み返してみたい。

　「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し」で始まり「主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する」で結んでいる。憲法は何よりも先に、主権者は国民であり、その主権は選挙で選ばれた国会議員を通じて間接的に行使されるとうたっているのだ。

　元東大学長の佐々木毅氏は本紙のインタビューで、選挙を「国民と政治との関わり方の中で一番正式の制度」と位置づけ、主権者の手によって民主主義のサイクルを回すものだと語っている。

　十八歳、十九歳の約二百四十万人が新たに有権者に仲間入りした参院選が二十二日、公示される。日本の明日を選ぶ重要な選挙だ。各政党の公約を吟味し、候補の訴えに耳を傾けて貴重な一票を投じる必要があるが、その前に、選挙は私たち主権者の代表を選ぶ、大切なしくみであることを忘れるわけにはいかない。参院選は憲法が大きな争点となる。安倍晋三首相は参院選後の臨時国会から具体的な改憲内容について議論を始めたいという。その選挙だからこそ、憲法前文の一文と選挙の重みを胸に刻み、与えられた権利を行使したい。
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「まず投票 そこから始まる」　「明るい選挙推進協会」会長・佐々木毅氏に聞く

2016年6月21日 朝刊
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　二十二日に公示される参院選は、十八歳、十九歳の約二百四十万人が新たに有権者に加わる。その一方、最近は国政選挙の度に低投票率を記録。民主主義の危機が指摘されている。元東大学長で、選挙の普及啓発を行う「明るい選挙推進協会」会長の佐々木毅氏に、選挙の意義と、どうして大切なのか基本から聞いた。　（聞き手・金井辰樹、安藤美由紀、山口哲人）

　－そもそも選挙は、なぜ重要なのでしょうか。

　「国民と政治との関わり方の中で、一番正式の制度は、選挙です。選挙で選ばれた代表者を通じて政府への信頼感が与えられ、政府が行う政策の正しさに根拠が与えられるのです」

　－憲法前文が、選挙で代表者を選ぶことによる国民主権の記述から始まることからも重要さが分かりますね。

　「選挙について考える時、一回ごとの選挙と、サイクルとしての選挙。二つの観点が必要です」

◆約束は守られたか

　－サイクルとは。

　「政党側が前回の選挙でした約束は守られたか。前回の選挙でいい政策だと思ったものは結局どうだったか。そういう流れでみることです。選挙で政党や政治家が重要な役割を果たすのは当然ですが、選挙のサイクルを回すのは主権者である有権者です」

　－参院選は衆院選と違い、直接政権を争うものではない。特に今回は、判断の基準が難しいという声もあります。

　「政党の公約を見ても、ほとんどメッセージとして意味を持たない。今の政党は隠蔽（いんぺい）する能力で成り立っている。消費税増税の延期の問題など、争点をなくす共同作業をやっているようにさえみえます」

　－マニフェスト（政権公約）を軸に具体策を示そうという時期もありましたが。

　「それが崩れてしまった。これでは白紙委任型政治です。戦後、長く続いた自民党政治は、一定の枠内での白紙委任政治をやってきましたが、今はそれがいろいろな問題にまで広がっている」

　－「十八歳投票」と前後して若者が政治参加する動きが目立ってきた。

　「『選挙権が来ちゃった』という衝撃を受けスイッチが入った部分があるのでしょう」

◆不安感があるなら

　－一方で選挙権を負担と感じる若者もいる。

　「そういう人への僕のメッセージは単純。『とにかく投票に行け』です。行かない理由は千も万も見つかるが、いちいちそれをつぶしている時間はない。行くと決めることから、すべてが始まる。若い世代はこの先、夢のような世界が来るとは思っていない人が多い。社会保障や財政を知らなくても、ぼんやりと将来に不安感があるのなら、とにかく投票に行ってほしい」

　－自分の投票に後で悔いることになっても…。

　「それでもいい。それが次の選挙への種になる。種をまかないで植物は生えない。ただ、次の選挙の時にチェックできるように、投票用紙にどう書いたのか、覚えておいてほしい」

　－それが選挙によって民主主義のサイクルを回すことにつながるのですね。

　「投票は自分を追い込み、決断すること。政治家にとって意味のある有権者は選挙に来る人。投票しない有権者は、どうでもいいとみられている。無視されるのはやはり癪（しゃく）ではないのか。投票権という機会を見過ごすのか。迷いに迷っても投票するのが大事です」

　＜ささき・たけし＞　政治学者。公益財団法人「明るい選挙推進協会」会長。東大学長を務めた後、２００５年に東大名誉教授。元学習院大教授。１９９３年から昨年１２月まで、本紙「時代を読む」欄に執筆。プラトンなどの政治思想研究を基盤に現代政治の分析でも顕著な研究業績を上げ、昨年度の文化功労者に選ばれた。日本学士院会員。秋田県出身。７３歳。

◆１８、１９歳２４０万人　影響力は

　選挙権年齢の引き下げによって有権者の仲間入りをする十八歳、十九歳は約二百四十万人。全有権者約一億四百万人の２％程度だが、その影響力は過去の参院比例代表に照らせば、二人を当選させることができるほどの「数」になる。

　前回二〇一三年の参院選比例では一議席を得た社民党の得票は約百二十五万票だった。前々回一〇年は約百二十三万～約百十七万票のたちあがれ日本、新党改革の両党がそれぞれ一議席を得ている。約二百二十四万票の社民党は二議席を確保した。

　都道府県別の人口と比べても、二百四十万人は宮城、新潟両県に匹敵する。十八歳、十九歳が同じ政党や候補に投票するわけではないが、政治の側が無視できない数だ。

　一四年十月の人口推計によると、最も人口が多いのは六十五歳で二百二十万人超。人口だけでなく、投票率も六十代は前回参院選で約６８％だった。二十代は約３３％にとどまる。若者の声を政界に反映させるには、投票率を向上させる必要があるのは確かだ。

一票の意義　若者に「一席」　お笑い交え「出前授業」

東京新聞2016年6月20日 夕刊

　参院選で選挙権年齢が十八歳以上に引き下げられることを機に、若い世代に政治参加を促そうと、若手の芸人が全国の高校や大学に出向いて自ら講師になり「出前授業」を行っている。自称「お笑いジャーナリスト」たかまつななさん（２２）。生徒や学生に討論に参加してもらい、政治や民主主義の本質を体験してもらう授業が好評だ。　（安藤美由紀）

　たかまつさんは東京大と慶応大の大学院生で、「お嬢さま芸人」としてテレビや舞台で活躍。お笑いを交えて政治教育ショーの出前授業を行う株式会社「笑下村塾」を今年四月に設立し、出前授業をスタート。これまで北海道と関東地方の高校・大学計四校で実施した。活動資金はクラウドファンディング（インターネットを通じた資金調達）で集めている。

	大学生らに授業を行ったお笑い芸人のたかまつななさん（中央）＝１４日、東京都国分寺市の東京経済大で
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　今月十四日に東京経済大（東京都国分寺市）で行った授業は、一年生十七人が受講した。学生全員が十八歳の女子高生、二十四歳の会社員、四十五歳の主婦、六十五歳の会社員、八十歳のお年寄りの役柄に扮（ふん）し、架空の法案について議論した上で、模擬投票を行った。

　「五十歳以下の選挙権を廃止する法案」について、単純に一人一票で投票したところ、五十歳以下が多数派だったため否決された。しかし、世代別の人口と投票率を勘案した場合の投票結果は、若い世代は高齢者より人口が少なく投票率も低いため逆転し、法案は成立。驚く学生らに、たかまつさんは「これが実際の政治で起こっていること。若い人も投票しないと損する」と指摘した。

　終了後のアンケートでは十七人全員が、投票に行きたいと回答。参加者の一人、田中幸奈さん（１８）は「選挙を身近に感じることができた。住民票は実家にあるが、不在者投票に挑戦したい」と話した。

　たかまつさんは「十八歳選挙権は七十年ぶりの制度改正なのに、（政府や政党は）若者が面白いと思える取り組みをしていない。今回の授業は誰でもできるように作ったので、もっと人を巻き込んで広げていきたい」と話す。たかまつさんは出前授業を行う学校を全国から募集中。詳細は「笑下村塾」で検索できる。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

参院選公示目前　野党党首と市民が初の合同街宣　野党共闘の勝利必ず　志位、岡田、吉田氏ら訴え　東京・有楽町

　参院選で野党と市民の共闘の勝利を何としても勝ちとろうと１９日、国政選挙で初となる、日本共産党の志位和夫委員長、民進党の岡田克也代表、社民党の吉田忠智党首の各野党党首と市民連合がそろった合同大街頭宣伝が、東京・有楽町イトシア前で行われました。ステージ前広場は、足を止めて聞き入る数千人で埋まりました。各党首の決意表明に、市民は力強く「そうだ」「頑張れ」の声と拍手で応え、司会を務めたＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の奥田愛基さんの音頭で「今度ばかりは野党を応援！」「選挙に行こう！」とコールを響かせました。

　市民連合の山口二郎法政大学教授は、参院選について「みんなのための政治を取り戻す大事なチャンスです」「野党結集と市民の結集がしっかり結びついて、憲法違反の悪政を進める安倍政権にノーを突きつけよう」と呼びかけました。

　「今度の参院選は、野党と市民が全国的規模で選挙協力を行って、政権を倒すという、戦後日本政治でも初めての、画期的なたたかいです」と志位委員長。安保法制＝戦争法について「憲法を破った勢力に退場の審判を下そう」と訴えるとともに、安倍政権が明文改憲を狙うもとで、「『自民党改憲案』を許していいのかが大争点です」とその危険を告発し、「独裁と戦争への道は断固ストップをかけよう」と力を込めました。

　野党共闘に対する「野合」攻撃に対して、志位氏は「市民の声に応えた活動が『野合』であるはずがない」「立憲主義を取り戻すことは、あれこれの政策の違いを横に置いてでも、最優先にやるべき仕事です」ときっぱり反論。「野党共闘は“希望”です」と力強く訴えると、大きな拍手がわき起こりました。

　志位氏は、「共通政策」が豊かに発展していることを語り、「やる気になったら、この国の政治を担えるくらい立派な進化を遂げているのが、野党と市民の共闘です」と指摘。「この希望を現実のものにしよう。市民の力で、野党が３２の１人区全部で勝ち、自公とその補完勢力を少数に追い込み、安倍政権を打倒しよう」と力いっぱい呼びかけました。
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（写真）つないだ両手を挙げる野党の党首らをとりまく市民＝１９日午前、東京・有楽町イトシア前
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（写真）野党党首らに声援を送る人たち＝１９日、東京・有楽町駅前


　聴衆の集まりに「勇気を与えられた」と語った民進・岡田代表。「憲法の平和主義を大事にして歩んでいくのか、海外で武力行使できる国に変えてしまうのか。ここで道を誤ってはいけない」「この参院選は、戦後もっとも重要な選挙です。市民が中心に立って、私たち政党と一緒になって、大きく（共闘の）輪を広げていただきたい。ぜひ勝ち抜こう」と気迫を込めて訴えました。

　社民・吉田党首は「（安倍政権の）どの政策をとっても、国民の半数以上は反対だ」「これを変えるためには、国民の力しかありません。３２の１人区における勝負、そして自公過半数割れに追い込むために、野党４党結束してたたかう」と表明しました。

　ＳＥＡＬＤｓの溝江萌子さんは、野党共闘の前進で「いま社会は確実に変わっています。変えたのは、一部のエリートだけでなく、普通の人々である彼らであり、あなたであり、私です。そこには希望があります。その始まりとなるのは参院選です」と語りました。

　登壇を予定していた生活の党の小沢一郎共同代表は、米沢隆・元民社党委員長の葬儀に参列し、街宣を欠席しました。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

市民の力で選挙に勝とう　登壇次々　聴衆コール　市民連合・野党合同街宣

　１９日、東京・有楽町イトシア前で行われた「安全保障法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」と野党党首の合同大街頭宣伝。野党党首の訴えのあと、市民が次々に登壇して、「市民の力で参院選に勝利しよう」と訴え、つめかけた聴衆が「選挙に行こうよ」「野党はがんばれ」とコールしました。
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（写真）市民が次々に登壇して「参院選で勝とう」と訴えた大街宣＝19日、東京・有楽町


　ミュージシャンの佐藤タイジさん、中田亮さん、沖野修也さんがそろって登壇。「選挙に行こう」とよびかける歌を披露し、熱い声援が送られました。

　総がかり行動実行委員会の高田健さんは、安倍首相が「憲法を変える」といいながら、自民党の公約で憲法に触れた部分は、最後でわずかに書かれているだけだと告発。「これは、憲法改悪をやらないということではない」と指摘し、２０１３年の参院選や１４年の総選挙で争点にしなかった秘密保護法や戦争法を強行したとして、「この夏のお化けにだまされてはいけない」と訴えました。

　安保関連法に反対するママの会＠埼玉の辻仁美さんは、「私の一票で、戦争しないことを未来につなぐことができる。大学に行くのに奨学金という多額な借金をかかえずにすむ国にできる。公約を守らず、その責任も持たず、新しい判断と居直る首相を変えることができる。私の一票は命を守る力を持っている」と話し、「野党で過半数をとる」と語りました。

　公示日以降、「私はこの人に投票するとか、この人に投票してくださいとＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）で友だちに発信することができる」と語ったのは、ＳＥＡＬＤｓ（シールズ＝自由と民主主義のための学生緊急行動）の山本雅昭さん。「この選挙を市民で勝とう」と呼びかけました。

　ティーンズソウルの福田龍紀さんは、１８歳になったことにふれ、ＳＮＳで１８歳の友だち３０人ほどに「選挙に行く？」と聞いたら、「２６人から返信が来て、当たり前のように『行くよ』といっていた」と紹介。「こういう行動は絶対にムダではない」と語り、「一人ひとりの行動は若者に伝わっている。どんどんがんばっていきましょう」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年6月20日(月)

市民連合と野党党首の合同大街宣での志位委員長の訴え
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（写真）大街宣で訴える志位和夫委員長＝19日、東京・有楽町


　１９日に東京・有楽町で行われた市民連合と野党党首の合同大街頭宣伝での日本共産党の志位和夫委員長の訴えは以下の通りです。

全１人区で野党統一候補が実現――全部で自民党を倒そう　　　　　　

　みなさん、こんにちは。今度の参院選は野党と市民が全国的な規模で選挙協力を行って、政権を倒すという、戦後日本の政治の中でも初めての画期的なたたかいになっています。（拍手）

　みなさんのお力によって全国３２のすべての１人区で野党統一候補が実現しました（拍手）。野党４党が心を一つに結束し、市民のみなさんとも力を合わせて、１足す１が２ではなくて３にも４にもなるたたかいをやって、３２全部で自民党を倒そうではありませんか。（「そうだ」の声、大きな拍手）

　なぜ野党と市民が共闘しているのか。それは安倍政権がやってきたこと、やろうとしていることが、あまりに危険だからです。（「そうだ」の声、拍手）

　昨年の９月１９日を思い出してください。国民の大多数が反対し、憲法学者の９割以上が憲法違反といった安保法制＝戦争法を強行した。あのときに首相は国会でどういう答弁をしたでしょう。「次の国政選挙で国民の判断を仰ぐ」と言ったんですよ。だったらみなさん、審判を下そうじゃありませんか（「そうだ」「オー」の声、拍手）。憲法を破った勢力に退場の審判を下そうじゃありませんか。（「そうだ」の声、大きな力強い拍手）

憲法によって国民をしばりつける「自民党改憲案」――独裁と戦争への道にストップを

　安倍首相がやろうとしていることは、憲法の明文を変えていくことです。きょうの討論会でも問題になりましたが、自民党が２０１２年に決めた「自民党改憲案」を許していいのかどうか。これが、大きな争点です。

　この中身、恐ろしいことが満載です。９条２項を削除して、「国防軍」を書き込んで、世界のどこでも武力の行使を自由にやれるようにしています。「公益及び公の秩序」の名で国民の基本的人権を制約する。こういう中身が入っています。

　一言でいったら、憲法が憲法でなくなる―憲法によって権力を縛るんじゃなくて、憲法によって国民のみなさんを縛り付ける。こんな独裁と戦争への道は断固ストップをかけていこうじゃありませんか。（「そうだ」の声、力強い拍手）

「立憲主義の回復」の大義のもと４野党は結束――「野合」ではなく、希望だ

　きょう二つの党首討論会をやりますと、安倍首相は野党共闘に危機感を燃やして、いろんな攻撃をやってきます。「野合だ」って言うんですね。

　しかし、市民のみなさんの声に応えた活動が野合のはずがないじゃありませんか。（「そうだ」の声、歓声と拍手）

　野党４党は「安保法制の廃止、立憲主義の回復」という大義のもとに結束しております。「立憲主義を取り戻す」というのは、憲法を守るまっとうな政治を取り戻すということです。それは、あれこれの政策の違いがあったとしても、それを横においてでも最優先にやるべき仕事ではないでしょうか（「そうだ」の声、拍手）。野党共闘は野合じゃない（「そうだ」の声）。野党共闘は希望だということを訴えたいと思います。（「おー」の声、大きな拍手）

　そしてみなさん、野党４党は、「市民連合」のみなさんとの１９項目の政策協定を結び、そして野党共同で国会に提出した１５本の議員立法、こういうものを通じて「共通政策」を豊かに発展させています。政策バラバラなんてことないですよ（「そうだ」の声）。やる気になったら、この国の政治を担えるくらい、立派な進化を遂げているのが、野党と市民の共闘ではないでしょうか。（「そうだ」の声、大きな拍手）

自公と補完勢力を少数に追い込み、安倍政権を打倒しよう

　みなさん、この希望を本当に現実のものにしていこうではありませんか。どうかみなさん、全国で野党を勝たせていただいて、市民のみなさんのお力で３２全部勝たせていただいて、自公とその補完勢力を少数に追い込み、安倍政権を打倒しようではありませんか（「そうだー！」の声、大きな拍手）。憲法の立憲主義、民主主義、平和主義が生きる新しい政治、個人の尊厳を擁護する政治をつくるために頑張ろうではありませんか（拍手）。私もみなさんと力をあわせて、この選挙、頑張り抜く決意を申し上げまして、私の訴えといたします。頑張りましょう。（「オー！」の声、大きな拍手）

産経新聞2016.6.20 19:45更新 
【参院選】「岡田克也氏は右に揺れ、左に揺れ…」　共産・小池晃書記局長が煮え切らない民進代表を論評
　共産党・小池晃書記局長は２０日の記者会見で、安全保障関連法廃止を目指した「国民連合政府」構想について、参院選後に民進党に対して改めて提唱する考えを明らかにした。「安倍晋三政権を倒すと合意した以上、それに代わる政権構想は必要だ。いったん脇において（参院選には）取り組むが、いずれある総選挙に向けて協議をしていく」と語った。
　ただ、民進党の岡田克也代表は「現時点で政権をともにすることはない」との認識を示している。この点について小池氏は、１９日のＮＨＫ番組で岡田氏が「（政権構想は）これからの話し合いだ」と発言したことを挙げ、「足並みがそろっていないとは思わない」と強調した。
　小池氏は「（岡田氏は）いろいろな言い方をしている。右に揺れ、左に揺れしているのかもしれないが、基本的には、政権の問題はこれからも継続して協議すると確認している」とも指摘した。
記者会見は独演会なのか
西日本新聞2016年06月19日 10時47分 
　安倍晋三首相の記者会見が最近、「独演会」化しているのではないか。
　そう思いつつ、１日に首相官邸で行われた記者会見の動画を改めて見た。消費税率引き上げの再延期を正式に表明した首相会見である。
　首相が会見場に現れ、立ち去るまで４９分４８秒。首相はそのうち前半の２５分、一人で引き上げ再延期について語る。
　最初の７分はこれまでの政策の自画自賛である。その後再延期の理由に入りそうになるが、ここからまたアベノミクスがいかにうまくいっているかの説明に４分を費やす。
　開始後１１分になって「世界経済は不透明感を増している」と背景説明が始まり、１５分すぎにようやく「延期すべきだと判断した」と表明する。「約束とは異なる新しい判断」の“名言”が飛び出すのは２０分になったあたりだ。
　後半の２４分は記者との質疑だが、首相の回答がいちいち長い。しかも内容の多くはアベノミクスのＰＲだ。質問に向き合うというより、むしろ自分の政策の宣伝に余念がないといった印象である。
　首相会見はこれが当たり前－ではない。例えば小泉純一郎元首相の会見では「武器の輸送は行われるんですか」「行いません」「それは実施要項の中で担保されるんでしょうか」「そうです」など簡潔で明確なやりとりもあった。
　安倍首相は第１次政権時代、「今年の漢字」にちなんで記者から「首相のこの１年を漢字１字にするとしたら？」と問われ「それは…『責任』ですかね」と答えたことがある。そもそも質問をちゃんと聞いているのだろうか。
　首相は国会でも、質問に正面から答えない一方で、野党攻撃となるとやたら力が入る。どうも「対話力」が欠けているのではないかと思う。
　独演会は気持ちがよかろう。しかしそれでは、自分と違う考えを持つ人との対話を通じて、より良き解を見いだす－という政治の妙味が失われる。政治家の「発信力」がもてはやされる昨今だが、まずは対話力を求めたいものだ。 
参院選あさって公示 アベノミクス是非など発言相次ぐ
ＮＨＫ6月20日 19時44分
参議院選挙が２２日に公示されるのを前に、与野党各党の幹部からは、安倍政権の経済政策、アベノミクスの是非などを巡って発言が相次ぎました。
自民 谷垣幹事長
自民党の谷垣幹事長は北海道千歳市で街頭演説し、来年４月に予定されていた消費税率の１０％への引き上げを２年半再延期しても、保育や介護の充実策は財源を確保して実現していくという考えを示しました。
この中で谷垣幹事長は「消費税率の引き上げを３０か月延ばす決断をしたが、大事なことは、皆さんの将来に不安を持たせてはいけないということだ。将来、日本に消費税が必要なのは明らかなのだから、この３０か月の間にもっと経済を成長させて、将来の不安を取り除かなければならない」と述べ、理解を求めました。
そのうえで谷垣氏は「消費税率を引き上げる時期を延ばしたのだから、約束したすべてのことを実行することはできないが、保育や介護をしっかりすることについては、どんな手立てを講じても、必ずやらせてもらう」と述べ、消費増税を再延期しても、保育や介護の充実策は財源を確保して実現していくという考えを示しました。
公明 山口代表
公明党の山口代表は日本外国特派員協会で記者会見し、安倍政権の経済政策、アベノミクスの成果を強調したうえで、民進党や共産党などは対案となる経済政策を打ち出していないと批判しました。
この中で山口代表は、アベノミクスについて「デフレ脱却は目前となり、成果は明白で、３年間で雇用は伸び、賃金も増えているほか、税収は国と地方合わせて２１兆円も増えた」と成果を強調しました。
そのうえで山口氏は「民進党や共産党などは『アベノミクスは失敗だ』とレッテルを貼るだけで、これに代わる有効な経済政策を打ち出せていない。かつての民主党政権は経済について無策で、異常な円高を招き、株価は低迷した。混乱と停滞を再び招いてはならない」と述べ、民進党や共産党などの対応を批判しました。
一方、山口氏は、憲法改正について「総理大臣といえども、憲法を順守する義務が課せられており、政府の側から憲法改正の内容の発議や意見を出すことはできない。自民党と公明党は与党を形成しているが、行政権を運営するための枠組みであり、憲法改正を進める合意を作る役割ではない。国会の憲法審査会で十分に議論を深めていくのが当面の目標だ」と述べました。
民進 岡田代表
民進党の岡田代表は千葉県で街頭演説し、安倍政権の経済政策、アベノミクスで、子どもや高齢者の貧困が広がっているとして、格差を是正するため、より分配を重視した経済政策に転換すべきだという考えを重ねて強調しました。
この中で、民進党の岡田代表は「安倍総理大臣は、自分に有利な数字を挙げて、アベノミクスはうまくいっていると言うが、多くの国民が実感していない。子どもの６人に１人が貧困で、『子ども食堂』が全国に広がっており、やはり政策がおかしい。高齢者の生活保護の申請も増えていて、いい世の中だとは思わない」と指摘しました。
そのうえで、岡田氏は「ＧＤＰの６割を占める個人消費が縮んでいるので、安倍総理大臣も消費税率を引き上げられない。個人消費が増えるようにするための政策が、分配の政策だ。成長一本やりのアベノミクスから転換していくことが必要だ」と述べました。
このあと、岡田氏は記者団に対し、参議院選挙の目標について「当然、選挙なので、相手を上回ることは考えている。最低限として、３分の２の議席を許したら憲法改正に行くので、そこははっきりと線を引いたが、同時に相手を上回るだけの結果を出したい」と述べました。
共産 小池書記局長
共産党の小池書記局長は記者会見で、参議院選挙について「安倍政治の全体を問う選挙だ」としたうえで、安倍政権の経済政策、アベノミクスや、安倍政権による憲法改正の是非などを主要な争点に掲げ、厳しく対決していく考えを強調しました。
この中で、共産党の小池書記局長は「参議院選挙は安倍政治全体を問う選挙と位置づけて戦っていきたい。『自民・公明両党』対『野党と市民』の戦いという構図になったので、野党共闘の勝利と党の躍進で、自民・公明両党と補完勢力を少数に追い込み、新しい政治を作ることを訴えたい」と述べました。
そのうえで、小池氏は「アベノミクスは行き詰まっている。新三本の矢と合わせて、６本も矢を使いながら、一つも的に当たらない。安全保障法制と憲法改正、それにアベノミクスによる貧困と格差の拡大の問題を正面から問うていきたい」と述べました。
また、小池氏は、参議院選挙の目標について「自民・公明両党と補完勢力を少数に追い込むのが、野党４党で合意した目標だ。ただ、１回の選挙では大変な課題なので、改選議席の過半数を取ることが、１つの目標にはなりうる」と述べました。
参院選、２２日に公示＝経済・憲法争点に与野党激突【１６参院選】


千葉市内の高校で１８歳以上の生徒が投票できることを知らせるポスター。期日前投票までのカウントダウンも掲示されていた＝２０日午後、千葉市稲毛区の敬愛学園高校
　第２４回参院選が２２日公示される。安倍政権の経済政策「アベノミクス」や憲法改正の是非を主な争点に、与野党が激突する。安倍晋三首相は、勝敗ラインを「与党で改選議席の過半数（６１）」と設定、選挙結果は首相の政権運営に影響しそうだ。選挙権年齢を「１８歳以上」に引き下げる改正公職選挙法が施行され、国政選挙で初めて若者の政治参加が始まる。投開票日は７月１０日。
　首相は２０日、予定していた北海道遊説をキャンセルし、首相官邸で公務に専念した。これまで地方遊説などの過密スケジュールをこなしてきたことから選挙戦本番に向け、いったん身体を休める狙いもあるとみられる。
　自民党は、政権の最重要課題と位置付ける経済政策は着実に成果を上げつつも「道半ば」と強調。「前進か後退か」の判断を有権者に迫っている。民進、共産両党の野党共闘については「基本政策の一致を欠き選挙目当て」と攻撃。首相が掲げた勝敗ラインの確保に全力を挙げる。
　これに対し民進党の岡田克也代表は２０日、千葉県のＪＲ津田沼駅前で街頭演説し、「安倍首相の暴走を止めるため力を与えていただきたい」と力を込めた。
　民進党は共産、社民、生活３党とともに統一候補を擁立。政権批判の受け皿を一本化して与党に対抗する。「アベノミクスは失敗」と断じ、政策転換を迫るとともに、首相が参院選後、憲法９条改正を視野に動きだしかねないとみて、改憲発議に必要な参院の改憲勢力３分の２の議席確保を阻止する構えだ。
　参院の定数は２４２で、半数の１２１議席が改選される。与党の非改選議席は７６。今回４６議席を確保すれば過半数を維持する。また、自民党が５７議席を得れば２７年ぶりに単独過半数を回復する。　
　改憲発議に必要な議席数は１６２。与党と、改憲に前向きなおおさか維新の会、日本のこころを大切にする党で７８議席を獲得すれば、このラインに達する。
　勝敗を左右するのが改選数１の「１人区」。民進党など４野党は、１６の１人区で無所属の統一候補を擁立。残る１５選挙区に民進党、１選挙区に共産党がそれぞれ公認候補を立て、いずれも与党と事実上の一騎打ちとなる。（時事通信2016/06/20-19:17）
「将来、日本に消費税が必要なのは明らか」自民・谷垣氏
朝日新聞デジタル2016年6月20日22時51分
■谷垣禎一・自民党幹事長
　３年半前、私たちは政権に戻り、大きな成果をいくつかあげることができた。ただ、個人消費がうまく伸びていかない、ここが一番の問題だ。そこで、安倍首相は来年４月から消費税を１０％にするのを、３０カ月延ばすという決断をされた。大事なことは、みなさんの将来に不安を持たせてはいけないということだ。将来、日本に消費税が必要なのは明らかだ。だからこの３０カ月の間に、あらゆる手立てを講じてもっと経済を成長させ、みなさんの将来の不安を取り除かなければならない。
　確かに１０％に上げるのを延ばしたから、今まで約束したことがすべてできるわけではない。けれども、保育や介護をしっかりする、これはどんな手立てを講じても必ずやる。そして、成長の種をもっともっとまかなければならない。（北海道千歳市での街頭演説で）
憲法改正の条文「選挙結果受け議論」　争点化に首相慎重
朝日新聞デジタル2016年6月20日07時50分
　安倍晋三首相は１９日、憲法改正の具体的な条文を議論するため、秋の臨時国会から衆参憲法審査会を再始動させる考えを明言した。参院選で憲法を争点化させることには慎重な姿勢を示しながら、「国会発議をするためには憲法審査会で議論をするのは当たり前」と強調した。
　１９日夜、インターネットの動画配信サイト「ニコニコ動画」の党首討論で語った。首相は「どの条文を変えていくか、憲法審査会で残念ながら収斂（しゅうれん）されていない」と語った上で、「この（参院）選挙の結果を受けて、どの条文を変えていくか、あるいは条文の中身をどう考えていくか議論を進めたい」と訴えた。
　首相は今年１月、通常国会の施政方針演説で憲法改正について「正々堂々と議論し、逃げることなく答えを出していく。その責任を果たしていこう」と国会での論戦を呼びかけた。だが、通常国会では衆院憲法審査会の実質審議が行われず、首相は最近の参院選に向けた街頭演説でも憲法改正には触れていなかった。
　この日は、ニコニコ動画に先立つＮＨＫ「日曜討論」でも憲法改正に議論が及んだ。首相は憲法のどの条文を改正するかは衆参両院の憲法審査会で議論すると主張。また「憲法改正は国民投票がまさに主役だ」と語り、議論を国会に委ねた上で国民の理解を得る考えを示した。
　これに対し、民進党の岡田克也代表は「安倍さんは（参院議席の）３分の２を取れば必ず憲法改正をする。許してはいけない」と強調。首相が最近の街頭演説で改憲に触れていないことを取り上げ、「選挙に不利かもしれないと争点隠しをしている」と批判した。
　共産党の志位和夫委員長も「自民党の憲法改正草案を許していいかが参院選の大争点だ。９条２項を削除して国防軍を明記し、海外での武力行使を可能にしている」と訴えた。
　首相は改正発議に必要な３分の２以上の議席を自公で確保している衆院に加え、参院でも改憲勢力で３分の２以上をめざすのかを問われると、「もちろん構成したい」と述べた。
首相、改憲議論「次の国会から」　秋にも憲法審査会で
朝日新聞デジタル2016年6月20日00時41分
　安倍晋三首相（自民党総裁）は１９日、憲法改正の発議に向けた議論の進め方について「与党の総裁として、次の国会から憲法審査会をぜひ動かしていきたい」と述べた。早ければ今秋の臨時国会から、衆参両院に設置されている同審査会で憲法のどの条文を改正するか具体的な議論を始める姿勢を明らかにした。
　インターネットの動画配信サイト「ニコニコ動画」での与野党９党首による討論番組で語った。首相は「憲法審査会でどの条文をどう変えていくかしっかり議論しながら、いい条文をつくっていきたい」と、与野党の合意形成をめざす姿勢を強調。さらに「（改正の是非を）決めるのは国民投票だ」とも述べた。
　一方、首相は現段階で憲法審査会の議論がまとまっていないことから、「（今回の）選挙で争点とすることは必ずしも必要がない」との考えを示した。
勝敗分ける１人区＝安倍首相、０７年に苦杯【１６参院選】
　参院選では改選数１の選挙区「１人区」の結果が全体の勝敗を大きく左右してきた。自民党は２０１３年の前回参院選では１人区で圧勝したが、同じく安倍晋三首相の下で戦った０７年には惨敗しており、明暗を分けた。７月１０日投開票の今回選挙では、民進、共産など野党４党が３２の１人区全てで候補者を一本化したことから、激しい攻防が展開されそうだ。
　１人区は「１票の格差」是正に伴い増加傾向にあり、今回の３２は過去最多。この中には、初めて導入される「鳥取・島根」「徳島・高知」の合区も含まれる。
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　自民党の１人区での戦績を見ると、最近では０１年、１０年、１３年の参院選でそれぞれ圧倒的に勝ち越し、全体の勝利につなげてきた。０１年は小泉内閣の発足直後の高い支持率を受け「２５勝２敗」。野党として臨んだ１０年も「２１勝８敗」と強さを発揮し、衆参両院で多数派が異なる「ねじれ」を起こして民主党政権を弱体化させ、１２年衆院選での政権奪還につなげた。
　第２次安倍政権下の１３年も自民党は「２９勝２敗」と圧勝。全体でも現行制度で最多となる改選６５議席を獲得して「ねじれ」を解消した。
　これに対し、安倍首相が第１次政権時に指揮した０７年参院選では苦杯をなめた。自民党は１人区で「６勝２３敗」と惨敗。全体の獲得議席も３７と振るわず、自民、公明の与党は参院で過半数を失い、衆参の「ねじれ」が発生。首相の体調悪化も重なり、退陣を余儀なくされた。
　消費税導入やリクルート事件などの逆風の中で自民党が戦った１９８９年参院選でも、１人区は「３勝２３敗」と負け越した。
　一方、小泉政権下の０４年参院選は「１４勝１３敗」で野党と伯仲。自衛隊イラク派遣などが響いたが、野党陣営には０３年の旧民主、旧自由両党合併の効果も一定程度あったとみられる。
　１６年選挙では、これまで独自候補を立ててきた共産党が野党１本化に応じ、香川以外で擁立を取り下げた。「画期的な共闘態勢」（志位和夫共産党委員長）を組む野党と自民党との対決が熱を帯びるのは必至だ。（時事通信2016/06/20-18:15）
舌戦・参院選（２０日）【１６参院選】
◇政権交代は参院選が布石
　自民党・谷垣禎一幹事長（北海道千歳市で街頭演説）　私たちが政権に戻れたのはなぜか。６年前に野党だった時、参院選で勝ってねじれをつくった。政権交代は必ず参院選が布石になる。だから、民進党と共産党が一緒になったような勢力を許してはいけない。自公で必ず勝たなければならない。
◇首相は大うそつき
　民進党・枝野幸男幹事長（札幌市で記者団に）　（安倍晋三首相は）どの条項を変えようとしているのかを示さずに「（憲法を）変えさせてほしい」だなんて、こんな無責任な、いいかげんな話はない。それから「変えたいので３分の２をください」と言わないのは大うそつき。こんな大うそつきを認めたらいけない。
◇民主政権の轍踏むな
　公明党・井上義久幹事長（仙台市で講演）　７年前、一度やらせてみたらということで民主党政権が誕生した。しかし、経済施策や国民との約束がことごとくできなかった。結局、政治が混乱し、停滞した。その轍（てつ）を二度と踏んではならない。自公できちんと過半数を確保し、安定した政治の下で政策を推進しなければならない。（時事通信2016/06/20-20:19）
「民共政権」想起に躍起＝１人区共闘に危機感－安倍首相【１６参院選】
　安倍晋三首相は１９日のテレビ討論で、野党勢が安倍政権を倒した後の展望にあえて言及するなど、「民共協力」を強くけん制した。参院選の勝敗を左右する「１人区」は３２選挙区全てで自民党と野党統一候補による事実上の一騎打ちとなる。民進党の岡田克也代表と共産党の志位和夫委員長もすかさず応酬し、火花を散らした。
　「１人区の無所属候補は（当選後）、共産党と民進党の意見が食い違った時、どっちに行くのか全然分からない」。首相は民共協力が「選挙目当て」だと批判するとともに、「志位さんはおなかの中では『民進党は私たちを必要としてくる』と思っている」とも語り、民共連立政権を想起させることに躍起となった。
　共産党は党綱領に自衛隊解消や日米安全保障条約廃棄などを掲げ、民進党と政策的な隔たりが指摘されている。首相発言は両党の矛盾を突くことに狙いがある。これまでの遊説でも民共協力を「無責任な野合勢力」などと厳しく批判しており、テレビ討論で「選挙後」にも踏み込んだのは、野党共闘への警戒感の表れと言える。
　これに対し、志位氏はテレビ討論で「政党が違うのだから、違いはある。私たちは安保法制廃止で一致している」と反論。岡田氏も、かつて自民党が公明党の支持母体である創価学会批判を展開したことや、旧社会党などと連立した自社さ政権を挙げて、「その懐の深さを少しは見習いたい」と皮肉った。
　しかし、民進、共産両党間では、志位氏が「野党連立政権」を目指す一方、岡田氏は否定的な考えを示すなど、温度差も改めて浮き彫りとなった。首相周辺は「論戦を通じて、民共協力が政策棚上げであることを有権者に知らしめたい」と狙いを打ち明ける。
　「志位さんは（テレビ討論で）民進党と政権をつくると宣言した。こんな無責任な人たちに未来を託すわけにはいかない」。討論後、首相は東京都内での街頭演説でも、民共批判のボルテージを上げた。（時事通信2016/06/19-18:32）
テレビ討論要旨【１６参院選】
　１９日のテレビ討論での主要政党党首の発言要旨は次の通り。
　【野党共闘】
　岡田克也民進党代表　理念、政策に違いがあって、（共産党と）政権は組めない。しかし、安倍政権を倒す共通目的に基づいて協力するのは、全くおかしくない。
　安倍晋三首相（自民党総裁）　安倍政権を倒すことで一本化しているならば、もし倒した後どうするのか。混乱を呼ぶだけだ。
　志位和夫共産党委員長　野党で連合政権を組もうと提案しているが、合意はない。大義で結束して安倍政権を倒すというのは当たり前のことだ。
　山口那津男公明党代表　（民共両党は）全然方向性が違う。選挙後の責任ある姿が見えない。
　【社会保障財源】
　岡田氏　行政改革や公共事業削減で賄えれば良いが、最悪の場合、赤字国債もやむを得ない。
　首相　今回、消費税２％分の引き上げを延期する以上、全ての（社会保障の）メニューを行うことはできない。
　岡田　社会保障の充実に関して、すでに決まっていることはやるべきだ。（財源に）資産課税強化も必要だ。
　山口氏　赤字国債を発行して全てやろうというのは無責任。（税と社会保障）一体改革の精神に反する。
　【安保関連法】
　志位氏　廃止する必要がある。自民党を打ち負かすために頑張りたい。
　岡田氏　普通なら二つ三つの国会にまたがって議論すべきだ。横暴な今の与党を方向転換させていく。
　山口氏　北朝鮮の核実験、ミサイルなど安全保障環境は厳しくなっている。日本の抑止力を高め、国際社会に貢献する制度をつくった。
　松井一郎おおさか維新の会代表　対案を維新の党時代に出している。この対案を元に少し広過ぎる現在の安保法制の改正を求めていきたい。（時事通信2016/06/19-15:37）
連合京都、対共産にピリピリ　参院選、１人区で進む野党共闘
京都新聞2016年06月18日 08時29分
　参院選（２２日公示、７月１０日投開票）で民進党が全国の改選１人区で進める共産党との野党共闘に、連合京都が神経をとがらせている。民進の支援組織である連合は共産系の労組と対立してきた歴史があるからだ。改選数２の京都選挙区では民進と共産は共闘しないが、隣の滋賀県を含む全国３２の改選１人区では手を組む構図で、影響は避けられない。
　民進京都府連は５月１５日の結成大会で、３月の民主党府連当時に決めた「共産との共闘は行わない」とする活動方針を、あらためて採択した。臨席した連合京都の橋元信一会長は胸をなで下ろしつつ、「次期衆院選でも共闘しないよう求め続ける」とけん制する。
　参院選の前哨戦とされた４月の衆院北海道５区補欠選挙では、民進と共産が共に推薦した野党統一候補が与党候補に迫る善戦だった。この結果もあり、両党は社民、生活を加えた４野党で参院選の全１人区での候補一本化に大きくかじを切った。
　だが、これに連合労組内で反発が広がった。化学メーカーの労組でつくる全国化学労働組合総連合（化学総連）が、連合本部から離脱。支部の化学総連京都地方連絡会議（１４００人）も５月、連合京都から抜けた。連合京都の組合員数（９万５千人）に占める人数は１・４％だが、民進が比較的弱い府北部では約５００人も抜けるため、「参院選の駅立ちやポスター貼りで主力になるはずだったメンバーがいるだけに痛い」（連合京都幹部）と嘆く。
　連合は１９８９年、共産系を除く労組で結成した。京都では、連合京都と共産系の京都総評（５万１千人）が激しくしのぎを削っている。連合京都幹部は「運動方針の違いで組合員を奪い合ってきた歴史がある。（共闘に対し）労組ＯＢを含めた６０代以上の反感は想像以上だ」とし、組織として民進を推すムードが減退すると懸念する。
　野党共闘の波紋を見透かすように、自民党も参院選の選挙公約で連合が主張する「同一労働同一賃金」の実現などを盛り込んだ。連合京都幹部は「選挙目当てに過ぎないが、２０代の組合員には、評価する声も少なくない」と警戒し、焦りも見せる。
　隣の滋賀選挙区（改選数１）では、共産と社民が推薦する民進現職が野党統一候補として与党候補と争う。だが、化学総連の支部（２５００人）が連合滋賀から離脱するなど対応に苦慮しており、野党共闘を巡る苦悩は全国の連合に共通している。
改革保守で政治リード＝片山虎之助おおさか維新の会共同代表【各党インタビュー】


インタビューに答えるおおさか維新の会の片山虎之助共同代表＝１４日、岡山市
　－参院選で最も訴えたいことは。
　「自民・公明」と「民進・共産」の二極で不毛な対立は日本の政治に不幸だ。われわれは第三極として、是々非々で反対のときは提案を出し、日本の政治を正しい方向にリードしたい。
　－「是々非々」路線は国民に認知されているか。
　かなり認知されている。自民党はよくやっているが、アベノミクスが満点かというと違う。新成長戦略は少しも成果が出ていない。財政出動も効率が悪く、金融緩和はやり過ぎて限界が来ている。
　足らざるを補って、より良い提案をするのがわれわれの役割だ。日本の２大政党制は保守の方が安定する。われわれは改革する保守だ。身を切る改革をしてきた。企業団体献金は受け取っていないし、文書通信交通滞在費もオープンだ。
　－憲法改正を目指している。
　国民が身近に切実に思うこと、例えば教育の無償化は本当に今必要だと思う。憲法改正をてこに、骨太の政策を実現していく。道州制を含めた統治機構改革、憲法裁判所の設置も目指す。
　－政権が改憲を目指せば協力するのか。
　改憲には基本的に賛成だが、無理に急ぐ必要はない。９条改正など国民合意ができないものを強引にやるのは反対だ。まずは、衆参の憲法審査会で大いに議論して、いくつかのテーマで各党合意ができたら、国民投票に諮るべきだ。
　－獲得目標議席は。
　（旧日本維新の会当時の）前回は比例代表が６で選挙区が２。それを超えて、選挙区と比例とで、（院内交渉）会派と認められる１０人ぐらい取りたい。
　－橋下徹氏は政界引退した。
　本人が党代表にいるときはイメージが強烈だったから、確かに「橋下ロス」状況だ。ただ橋下さんは法律政策顧問で、特に政策作りに深く関与している。私は政界に復帰することを何度も本人に直接勧めている。あれだけの能力があって、若くて、しかもみんなが期待して待っているのに、復帰しないともったいない。
　－橋下氏はなんと答えたか。
　ニコニコ笑っている。しますともしませんとも言わない。（時事通信2016/06/20-14:41）
定員定数削減目標どこへ　参院選公約、自民と民進
京都新聞2016年06月19日 08時00分


　２２日公示の参院選で、自民党と民進党の公約から国会議員定数の削減目標が消えている。２００９年衆院選以降の国政選挙で自民と民主（当時）は議員定数の大幅削減を約束して政権を奪い合ってきたが、これまでに削減が決まったのは衆院の１５議席のみ。「これまでの公約は何だったのか」と、有権者から政治不信の声が上がっている。
■表現後退や数字なし
　今回の参院選公約で、自民は国会議員定数には触れず「参院の選挙制度は、そのあり方を検討します」などと表現。民進は「議員定数削減」を盛り込んだが、数字は挙げていない。過去はもっと踏みこんでいた。
　自民党は、野党時代の１０年参院選で「３年後に衆参で１割、６年後に３割削減」を訴え、２年後の衆院選では政権を奪還した。約束通りなら衆参合わせた定数は、当時の７２２人から５００人程度になっているはずだが、現状は衆院での５減にとどまり７１７人。次期衆院選で１０減する方針が決まったが、ほとんど前に進んでいない。
　民進党の公約も実現にはほど遠い。前身の民主は０９年衆院選で、衆院比例定数８０削減を掲げて圧勝。政権を奪取し、与党時代の１０年参院選の公約では参院定数の４０程度削減を付け加えた。実現していれば衆院は４００（現在４７５）、参院は２０２（同２４２）になっているが、これも絵に描いた餅となっている。
　両党関係者は「定数削減は他党との丁寧な協議が必要で、１党だけで強行はできない。結果として実現できなかった」と口をそろえる。ただ１２年１１月、当時の野田佳彦首相（民主党代表）と自民党の安倍晋三総裁は、消費税増税の代わりに「身を切る改革」を進めることで合意している。
　定数削減の公約を一向に果たせない両党の対応に、有権者の目線は厳しい。
　「国民の税金は簡単に上げるのに、議員を減らすのはそんなに難しいのでしょうか」と話すのは京都市北区の自営業田中佳子さん（５８）。「当選する目的で言っていたとしか思えない。志高く立候補しても、政権を取ったら変わってしまうのかな」とあきれる。
　左京区の病院カウンセラー北島裕之さん（５３）は「減らす気がないなら、もう言わなければいい。政治家はうそつきだと思われても仕方がない」と批判した上で、「地域の声を聞くために国会議員の数は必要だ。定数削減アピールで争うのではなく、経済政策で堂々と議論してほしい」と政策論争に期待する。
